
内容構成要素

上記の要素を十分に発揮するための「意欲」、「忍耐力」や「自分らし
い生き方や成功を追求する力」など

「コミュニケーションスキル」、「リーダーシップ」、「公共心」、「規範意
識」や「他者を尊重し切磋琢磨しながらお互いを高めあう力」など

「基礎学力（主に学校教育を通じて修得される基礎的な知的能力）」、
「専門的な知識・ノウハウ」を持ち、自らそれを継続的に高めていく力。
また、それらの上に応用力として構築される「論理的思考力」、「創造
力」など

自己制御的要素

社会・対人関係力的要素

知的能力的要素

社会を構成し運営するとともに、自立した一人の人間として力強く生きて
いくための総合的な力

※ 次のような要素を総合的にバランスよく高めることが、人間力を高めることと定義

資料：内閣府「人間力戦略研究会報告書」（平成15年４月）

「人間力」

資料：経済産業省「社会人基礎力に関する研究会-中間
取りまとめ-」（平成18年1月)

自分と周囲の人々や物事との関係性を理解する力
例）チームで仕事をするとき、自分がどのような役割を果たすべきかを理解する。

状況把握力

自分の意見をわかりやすく伝える力
例）自分の意見をわかりやすく整理した上で、相手に理解してもらうように的確に伝える。

発信力

チームで
働く力
（チーム
ワーク）

相手の意見を丁寧に聴く力
例）相手の話しやすい環境をつくり、適切なタイミングで質問するなど相手の意見を引き出
す。

傾聴力

意見の違いや立場の違いを理解する力
例）自分のルールややり方に固執するのではなく、相手の意見や立場を尊重し理解する。柔軟性

実行力

働きかけ力

課題発見力

課題の解決に向けたプロセスを明らかにし準備する力
例）課題の解決に向けた複数のプロセスを明確にし、「その中で最善のものは何か」を検
討し、それに向けた準備をする。

計画力

他人に働きかけ巻き込む力
例）「やろうじゃないか」と呼びかけ、目的に向かって周囲の人々を動かしていく。

内 容能力要素分 類

物事に進んで取り組む力
例）指示を待つのではなく、自らやるべきことを見つけて積極的に取り組む。

主体性

前に踏み
出す力
（アクショ
ン） 目的を設定し確実に行動する力

例）言われたことをやるだけでなく自ら目標を設定し、失敗を恐れず行動に移し、粘り強く
取り組む。

現状を分析し目的や課題を明らかにする力
例）目標に向かって、自ら「ここに問題があり、解決が必要だ」と提案する。

考え抜く
力
（シンキン
グ）

ストレスの発生源に対応する力
例）ストレスを感じることがあっても、成長の機会だとポジティブに捉えて肩の力を抜いて
対応する。

ストレスコン
トロール力

社会のルールや人との約束を守る力
例）状況に応じて、社会のルールに則って自らの発言や行動を適切に律する。

規律性

創造力
新しい価値を生み出す力
例）既存の発想にとらわれず、課題に対して新しい解決方法を考える。

組織や地域社会の中で多様な人々とともに仕事を行っていく上で必要な基
礎的な能力

「社会人基礎力」
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資料：厚生労働省「若年者の就職能力に関する実態調査」結果（平成16年1月）

集団社会に必要な気持ちの良い受け答えやマナーの良い対応ができる基本的なマナービジネスマナー

内容要素能力

社会人として必要なコンピュータの基本機能の操作や情報処理・活用ができる情報技術関係

社会人として必要な経理・会計、財務に関する知識を持ち活用ができる経理・財務関係

社会人として必要な英語に関する知識を持ち活用ができる

社会人として必要な常識を持っている

職務遂行に必要な数学的な思考方法や知識を持っている

職務遂行に必要な文書知識を持っている

職業や勤労に対する広範な見方・考え方を持ち、意欲や態度等で示すことができる

働くことへの関心や意欲を持ちながら進んで課題を見つけ、レベルアップを目指すことができる

社会の一員として役割の自覚を持っている

状況にあった訴求力のあるプレゼンができる

双方の主張の調整を図り調和を図ることができる

自己主張と傾聴のバランスを取りながら効果的に意思疎通ができる

語学力関係

資格取得

社会人常識

計算・数学的思考

読み書き基礎学力

職業意識・勤労観

向上心・探求心

責任感職業人意識

自己表現力

協調性

意思疎通コミュニケーション
能力

事務・営業の職種について、就職基礎能力のそれぞれの能力の具体的な内容についてレベル分け(＝基礎(高校卒業レベル)、応用(大学卒業レベル)）を行い、「就
職基礎能力修得の目安」として整理

企業が採用に当たって重視し、基礎的なものとして比較的短期間の訓練に
より向上可能な能力

「就職基礎能力」

1.92

2.02

1.82

1.76

0 0.5 1 1.5 2 2.5

フリーター、未定

正社員・未内定

正社員・内定

進学

（出典） 佐藤博樹・高橋康二 「労働のセーフティネットを使いこなすためには何が必要か－労働者の権利に関する理解に着目して－」
（『若年者の就業行動・意識と少子高齢社会の関連に関する実証研究（平成16年総括研究報告書）』、厚生科学研究費補助金政策科学推進研究事業、2005）

生徒・学生の労働者の権利に関する知識の理解状況

高校生の理解状況を進路別に見ると、進学者と比べて就職者の方が理解度が低い高校生の理解状況を進路別に見ると、進学者と比べて就職者の方が理解度が低い

点

65.7

42.9

20.9

30.1

31.1

31.8

32.7

17.1

42.9

39.5

38.2

38.8

22.7

36.7

31.6

30.1

45.5

30.6

39.5

14.3

17.1

0% 50% 100%

わからない

専業主婦・主夫になる

仕事以外の自分の時間を重視する働き方

組織に縛られず、専門的な技術・知識を活かした働き方

一つの会社で長く働き、能力を蓄積できるような働き方

自分で事業を起こす、経営者になる

計

理解度レベル１

理解度レベル２

理解度レベル３

（出典） 厚生労働省 「労働関係法制度の知識の理解状況に関する調査」（平成20年）

生徒・学生の理解状況は、将来希望する働き方が分からないと考えている方が理解度が低い生徒・学生の理解状況は、将来希望する働き方が分からないと考えている方が理解度が低い

「２０歳代後半から３０歳頃になったときに、どのような働き方をしていたいか」という問に対する回答と、理解度の関係について
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22.7

81.5

65.8
62.5

33.5
29.9

23.7

41.9
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74.1
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94.1
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89.788.7
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0
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50
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平成10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

大学 短期大学

高等専門学校 公立高等学校（全体）

公立高等学校（普通科） 公立高等学校（職業に関する学科）

公立中学校

＜各学校・学科における実施率＞ ＜体験者数の割合＞

※公立高等学校については全て全日制における体験者数の割合
※高等学校については、3年間を通して1回でも体験した3年生の数を体験者数とし、3年生全体
に占める割合。
※大学については、その年度の卒業者数を母数として内閣府において推計（短期大学、高等専
門学校についても同様に推計）。
※中学校のデータは存在せず。

資料：高等学校は、文部科学省（~H16)、国立教育政策研究所生徒指導研究センター（H17~)
公表資料を基に作成
大学、短期大学、高等専門学校は、内閣府「青少年白書」を基に作成

資料：中学校、高等学校は、文部科学省（~H16)、国立教育政策研究所生徒指導研究センター
（H17~)公表資料
大学、短期大学、高等専門学校は、文部科学省公表資料

（年度）（年度）

（％）

※公立高等学校については全て全日制における実施率

職場体験・インターンシップの実施状況

小学校・中学校・高等学校におけるキャリア発達

＜ キ ャ リ ア 発 達 段 階 ＞

自己理解の深化と自己受容

選択基準としての勤労観、
職業観の確立

将来設計の立案と社会的移
行の準備

進路の現実吟味と試行的参
加

肯定的自己理解と自己有用
感の獲得

興味・関心等に基づく勤労
観、職業観の形成

進路計画の立案と暫定的選
択

生き方や進路に関する現実
的探索

自己及び他者への積極的
関心の形成・発展

身のまわりの仕事や環境へ
の関心・意欲の向上

夢や希望、憧れる自己イ
メージの獲得

勤労を重んじ目標に向かっ
て努力する態度の形成

現実的探索・試行と

社会的移行準備の時期

現実的探索と暫定的選択

の時期

進路の探索・選択にかかる

基盤形成の時期

高 等 学 校中 学 校小 学 校

（出典） 文部科学省 「小学校・中学校・高等学校 キャリア教育推進の手引」 （平成18年11月）
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職場体験活動（中学校）・就業体験活動（高等学校）の効果

学校は、職場体験活動、就業体験活動ともに、「勤労観・職業観の芽生えによる職業や『働く
こと』への関心の高まり」「自己の将来設計」などで効果があると評価

学校は、職場体験活動、就業体験活動ともに、「勤労観・職業観の芽生えによる職業や『働く
こと』への関心の高まり」「自己の将来設計」などで効果があると評価

（出典） 国立教育政策研究所 生徒指導研究センター 「職場体験・インターンシップ現状把握調査」（平成16年）

＜中学校における職場体験活動＞ ＜高等学校における就業体験活動＞

66.6

6.5

9.3

34.4

63.8

55.2

70.1

60.6

50.9

65.1

53.0

22.5

33.0

14.5

26.8

37.5

15.1

26.0

4.1

30.6

4.5

7.4

12.5

9.2

13.0

4.1

2.1

1.4

0.5

3.6

46.4

39.4

17.0

2.1

1.3

0.5

1.5

1.3

1.5

16.8

38.5

0% 50% 100%

あいさつや社会的マナー

進学先で中途退学減

不適応や問題行動等が減少

学習活動全般への意欲向上

進路学習全般への意欲向上

自らの意志と責任で進路選択

自己の将来設計

情報活用・進路に活用

積極的に人間関係を形成

「職業観・勤労観」の芽生え

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない わからない

65.1

12.4

18.8

11.8

40.5

61.5

58.1

64.2

58.8

51.9

57.6

40.7

41.4

19.7

22.5

15.8

24.2

30.6

11.6

14.0

18.4

37.8

25.5

27.0

8.6

38.1

8.6

10.0

15.1

12.1

12.2

5.7

15.4

2.1

4.9

2.1

2.6

36.8

36.1

14.6

2.2

1.3

0.6

1.1

1.6

3.8

1.4

0% 50% 100%

あいさつや社会的マナー

離職率が減少

就職率が向上

不適応や問題行動等が減少

学習活動全般への意欲向上

進路学習全般への意欲向上

自らの意志と責任で進路選択

前向きに自己の将来設計

情報活用・進路に活用

積極的に人間関係を形成

「職業観・勤労観」の芽生え

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない わからな

公立中学校における職場体験の実施状況①

※平成２０年度調査時点（かっこ内は１９年度の数値）（１）学校別実施状況

96.5％ （95.8％）9,675校 （9,667校）10,023校 （10,089校）

実施率実施学校数公立中学校数

（２）学年別・期間別実施状況

(48校）(2,050校）(35校）(355校）(196校）(2,960校）(501校）(2,550校）(998校）(1,697校）

(100.0%)(100.0%)(0.6%)(0.6%)(2.7%)(21.2%)(2.0%)(3.7%)(11.0%)(30.6%)(28.0%)(26.4%)(55.8%)(17.6%)

100.0%100.0%0.8%0.8%2.0%19.9%2.2%4.4%11.5%33.7%29.5%26.7%54.0%14.6%

(1,789校）(9,667校）(11校）(55校）

1,765校9,675校14校75校36校1,929校39校423校203校3,258校520校2,579校953校1,411校

小計

42.2%7.3%1.1%1.0%2.2%11.6%2.8%4.5%14.0%33.5%29.4%32.1%50.5%17.2%

744校704校8校7校16校82校21校32校104校236校219校226校376校121校
３年生

7.4%87.0%0.0%0.8%3.1%21.4%3.1%4.2%10.0%33.1%30.0%26.7%53.8%13.7%

130校8,416校0校66校4校1,804校4校354校13校2,788校39校2,250校70校1,154校
２年生

50.5%5.7%0.7%0.4%1.8%7.7%1.6%6.7%9.7%42.2%29.4%18.6%56.9%24.5%

891校555校6校2校16校43校14校37校86校234校262校103校507校136校
１年生

ＢＡＢＡＢＡＢＡＢＡＢＡＢＡ

６日以上５日４日３日２日１日
合計

実 施 期 間

学年

※ 実施期間は、実際に事業所等で体験活動を行う期間とし、事前・事後指導等の時間（期間）は含めない。

※ Ａ欄は職場体験を実施している主たる学年（最も日数の多い学年）の学校数。
Ｂ欄は複数の学年で職場体験を実施している学校で、Ａ欄を除く学年の学校数。

（出典） 国立教育政策研究所生徒指導研究センター 「平成20年度職場体験・インターンシップ実施状況等調査」

９８％以上の公立中学校で職場体験を実施。実施学年は２年生が最も多く、実施期間は、２～
３日間で約６０％、５日間は約２０％

９８％以上の公立中学校で職場体験を実施。実施学年は２年生が最も多く、実施期間は、２～
３日間で約６０％、５日間は約２０％
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公立中学校における職場体験の実施状況②

（３）職場体験の教育課程等への位置付けの状況等（複数回答可）

10.5% (8.6%)89.8% (91.8%)6.5% (7.9%)

66校 (66校)565校 (703校)629校 (766校)教育課程には位置付けずに
実施

5.7% (6.2%)94.3% (94.8%)2.2% (1.0%)

12校 (6校)198校 (92校)210校 (97校)
教科の授業で実施

0.6% (1.2%)99.5% (98.9%)93.8% (91.8%)

50校 (107校)9,023校 (8,778校)9,072校 (8,872校)
総合的な学習の時間で実施

0.6% (0.4%)99.9% (99.7%)12.3% (13.9%)

7校 (6校)1,192校 (1,342校)1,193校 (1,346校)
特別活動での実施

選択・希望者等当該学年の
一部の生徒が参加

原則として当該学年の

全員が参加

参 加 形 態

教育課程等への位置付け

※ ２つ以上に該当する場合は、その全てをカウント。

※ 実際に事業所等で行う体験活動を対象とし、事前・事後指導等は含めない。

（出典） 国立教育政策研究所生徒指導研究センター 「平成20年度職場体験・インターンシップ実施状況等調査」

●教師にアンケート
中学校の進路指導に対する悩み ワースト３
保護者の進路指導に対する期待が進学
先の選択やその合格可能性に偏ってい
る

41.3%

生徒の進路意識や進路
選択態度に望ましい変容
がみられない

27.9%

進路学習を実施する十分
な時間が確保できない

25.9%

●保護者にアンケート
中学校の進路指導への期待 ベスト３

学ぶことや働くことの
意義を考えさせる学習

26.9%

自分の個性や適性を
理解するための学習

26.7%

適正な進路選択
の考え方や方法
についての学習

20.0%

●中学３年生にアンケート
生き方や進路について考えるために
指導してほしかったこと ベスト３

自分の個性や適性を考える学習 46.2%

高等学校など上級学校や
企業への合格・採用の可能性

33.3%

将来の生き方や人生設計 28.9%

●前年度の中学卒業生にアンケート
生き方や進路について考えるために
指導してほしかったこと ベスト３

自分の個性や適性を考える学習 50.9%

進路選択の考え方や方法 37.3%

高等学校など上級学校の
教育内容や特色

32.9%

（出典） 国立教育政策研究所 生徒指導研究センター
「自分に社会をつなぎ、未来を拓くキャリア教育」 （中学校向けキャリア教育推進パンフレット） （平成21年11月） より転載

生徒や保護者が「個性や適性を考える学習」を望んでいるのに対し、保護者がいわゆる「出口
指導」に偏って期待していると考えている教師は少なくない

生徒や保護者が「個性や適性を考える学習」を望んでいるのに対し、保護者がいわゆる「出口
指導」に偏って期待していると考えている教師は少なくない

中学校のキャリア教育・進路指導に対する生徒・保護者の期待
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高等学校等
1,152,504人
97.0%

高等専門学校
10,832人
0.9%

その他
16,142人
1.4%

専修学校高等課程
2,777人
0.2%

就職者
5,777人
0.5%

中学校卒業者の進路状況（平成21年3月）

（出典）文部科学省「平成21年度学校基本調査」

※「高等学校等」には、中等教育学校後期課程・特別支援学校高等部を含む。

H21
5,183

5,4505,4935,5015,512
5,369

5,098

4,8624,8174,811
4,5864,572

3,575

3,000

4,000

5,000

6,000

高等学校

H21:42
16

H21:64
34 60 63 64 62 62 62 62

63

H21
494

248

666

816
867

831
760

622

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

昭和23年 28 33 38 43 48 53 58 63 平成5年 10 15 20

高等専門学校
中等教育学校

高等課程を置く専修学校

校

後期中等教育段階の学校数の推移（学校種別）

（出典）文部科学省「学校基本調査」
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後期中等教育段階の生徒数の推移（学校種別）

1,203,963

3,896,682

4,521,956

5,010,472

H21
3,347,311

3,057,190

2,528,000

4,201,223
4,414,896

4,716,105

5,533,393

4,258,385

3,809,827

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

高等学校

H21
8,120

117 1,631

H21
59,386

38,365

3,375

8,560

48,288

46,636

47,245
50,934

55,453 56,214
57,875

H21
37,548

76,367

101,157
110,736

77,358

58,083

25,286

52,901

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

昭和23年 28 33 38 43 48 53 58 63 平成5年 10 15 20

中等教育学校後期課程

高等専門学校

専修学校高等課程

（出典）文部科学省「学校基本調査」

人

高等学校制度の概要

①全日制の課程：通常の課程

②定時制の課程：夜間その他特別の時間又は時期において授業を行う課程

③通信制の課程：通信による教育を行う課程

課程

①普通科 ：普通教育を主とする学科

②専門学科：専門教育を主とする学科（例：農業科、工業科、商業科）

③総合学科：普通教育及び専門教育を選択履修を旨として総合的に行う学科

学科

①全学科共通 ：７４単位以上（必履修教科・科目は最低３１単位）

②専門学科のみ：専門教科・科目から２５単位以上

卒業に必要な単位数
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万人

専門学科・総合学科
に通う生徒の割合

普通科に通う生徒の割合

高等学校への進学率

高校生の数

高校生の数・高等学校への進学率の推移

（出典） 文部科学省 「学校基本調査」
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　　　大学・短大進学率

　　　専修学校等進学率

　　　就職率

高等学校の卒業者数・進路状況の推移

（出典） 文部科学省 「学校基本調査」
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総合学科,
332, 4.7%その他専門学科,

583, 8.2%

福祉, 103,
1.5%

家庭, 308,
4.3%

水産, 43, 0.6%

商業, 716,
10.1%

工業, 575,
8.1%

農業, 331,
4.7%

看護, 97, 1.4%

情報, 24, 0.3%

普通科
3,978
56.1% 普通科

2,414,344
72.3%

情報, 2,814,
0.1%

看護, 12,774,
0.4%

家庭, 44,314,
1.3%

水産, 9,405,
0.3%

福祉, 9,708,
0.3%

商業, 223,107,
6.7%

工業, 267,289,
8.0%

農業, 87,636,
2.6%

その他専門学科,
101,705, 3.0%

総合学科,
165,765, 5.0%

高等学校の学科数・生徒数（学科別）

（出典）文部科学省「平成21年度学校基本調査」

※ 全日制・定時制のみ

※ 学科数について、同一の学科が全日制・定時制の両方に設置されている場合は１として計上。

職業学科 計2,197 学科 31.0% 職業学科 計 657,047人 19.7%

※「その他の専門学科」には、理数、体育、音楽、美術、外国語、国際関係等の学科がある。

【学科別学科数の割合】 【学科別生徒数の割合】

高等学校の学科数の推移（学科別）
7,319 7,459 7,440 7,746 7,631 7,484 7,090

3,586 3,965 4,040 4,338 4,286 4,182 3,978

 7,707
計 7,255

4,318

普通 3,366

－

2,000

4,000

6,000

8,000

695 662 635

1,126 1,103 1,083
1,030

936

819

46 43

856

768
698

139

222 234 382411

581

492 460
農業 679

331358

434

工業 715 690

575

736

686 685

商業 1,201

1,064

716

535253 485252水産 56

家庭 955

308

634 536

430
372

97
99

140152160159看護 159

 24情報, 22
福祉, 68

 103

その他 283

606607
521

363261

583

332

277

総合学科 23

141

－

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

昭和45年 　　50 　　55 　　60 平成2年 　　７ 　　12 　　17 21

（出典）文部科学省「学校基本調査」

※ 全日制・定時制のみ

※「その他の専門学科」には、理数、体育、音楽、美術、外国語、国際関係等の学科がある。

※ 学科数について、同一の学科が全日制・定時制の両方に設置されている場合は１として計上。
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資料：文部科学
省「学校基本調
査」

職業学科の比率は年々減少。普通科は最近２０年間、ほぼ一定（約７割）で推移職業学科の比率は年々減少。普通科は最近２０年間、ほぼ一定（約７割）で推移
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昭和30
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（専門高校）
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その他の
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※総合学科は平成６年度より導入。「その他の専門学科」には、理数、体育、音楽、美術、外国語、国際関係等の学科がある。

高等学校の学科別生徒数の構成割合の推移

（出典）文部科学省「学校基本調査」

35.9%

68.5%

19.3%

51.5%

24.9%

7.0%

27.2%

17.2%

14.2%

63.0%

53.5%

24.7%

10.2%

23.2%

16.3%

10.8%

25.3%

12.9%

22.1%

13.1%

21.5%

13.3%

14.7%

28.1%

6.0%

47.7%

21.5%

6.1%

38.5%

63.9%

42.0%

62.8%

53.2%

8.9%

18.1%

2.6%

0.1%

0.0%

76.3%

0.4%

0.02%

0.2%

0.2%

0.1%

8.0%
0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合学科

その他

福祉

情報

看護

家庭

水産

商業

工業

農業

普通

計

大学・短期大学進学者 高等学校等（専攻科）進学者 専修学校（専門課程）進学者

専修学校（一般課程）等入学者 公共職業能力開発施設等入学者 就職者

一時的な仕事に就いた者 左記以外の者 死亡・不詳の者

高等学校卒業者の進路別の割合（学科別）(平成21年3月)

（出典）文部科学省「平成21年度学校基本調査」※ 全日制・定時制のみ
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（出典）文部科学省「平成21年度学校基本調査」

高等学校卒業者の就職率（都道府県別）(平成21年3月)

※ 全日制・定時制のみ

高等学校卒業者の就職率は地域によって差が大きい。県外就職率は、東北地方や九州地方が比較的
高い

高等学校卒業者の就職率は地域によって差が大きい。県外就職率は、東北地方や九州地方が比較的
高い
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30.6
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4.5

専門的・技術的職業従事者
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41.9

事務従事者 55.8

34.3

10.0

29.9

11.9

23.7

販売従事者  25.5

11.7

5.2

12.0

18.0

17.0

農林業作業者
33.1

漁業作業者
18.0

運輸・通信従事者
20.5

技能工・生産工程作業者
78.1

サービス
職業従事者

8.2

6.8

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

家庭

水産

商業

工業

農業

普通

計

専門的・技術的職業従事者

事務従事者

販売従事者

農林業作業者

漁業作業者

採鉱・採石作業者

運輸・通信従事者

技能工・生産工程作業者

単純労働者

保安職業従事者

サービス職業従事者

左記以外のもの

(5,151人)

(33万0,800人)

(15万2,192人)

(20万6,807人)

(6万5,189人)

(5万3,903人)

(2,674人)

(81万6,716人)

（出典）文部科学省「学校基本調査」

高等学校卒業者の職業別就職割合（学科別）(昭和45年3月)
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（出典）文部科学省「学校基本調査」

高等学校卒業者の職業別就職割合（学科別）(平成21年3月)
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（出典）文部科学省「学校基本調査」

3.6 4.0

10.2

35.9

35.6

28.3

28.2

36.9

9.5

34.6

13.7

7.2

13.2

25.2

4.0

4.9

3.2

5.2

4.6

13.4

3.5

7.0

4.2

7.2

10.1

8.3

3.1

3.2

3.3

6.8

5.0

9.6

3.0

3.0

農業 33.5

漁業,水産養殖業
20.0

建設業 12.6

3.8

製造業 62.8

32.4

卸売業，小売業 37.7

26.8

8.0

10.1

4.6

金融業，保険業

13.9

2.9

運輸業，通信業
19.4

サービス業 65.4

公務
7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

家庭

水産

商業

工業

農業

普通

計

農業

林業・狩猟業

漁業,水産養殖業

鉱業

建設業

製造業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業

運輸業，通信業

電気・ガス水道業

サービス業

公務

上記以外のもの
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(33万0,800人)
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(5万3,903人)

(2,674人)

(81万6,716人)

高等学校卒業者の産業別就職割合（学科別）(昭和45年3月)
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（出典）文部科学省「学校基本調査」
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生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く）

上記以外のもの

(5647人)

(1809人)

(322人)

(132人)

(1463人)

(2013人)

(1万4860人)

(5万3562人)

(1万3150人)

(3万1481人)

(6万9124人)
36.0

45.4

62.6

36.3

42.1

27.4

43.9

35.4

41.5

13.8

11.23.9

10.6

19.0

5.0 12.2

13.3 26.3 11.6

80.7

75.3

公務 12.7

(19万3563人)
44.1 11.5

高等学校卒業者の産業別就職割合（学科別）(平成21年3月)

9.3

3.8

9.1

高等学校専攻科の概要

【概要】

<目的> 精深な程度において、特別の事項を教授し、その研究を指導すること（学校教育法第58条）

<修業年限> 1年以上

<入学資格> 高等学校若しくはこれに準ずる学校若しくは中等教育学校を卒業した者又は文部科学大臣
の定めるところにより、これと同等以上の学力があると認められた者

<設置基準>
専攻科の編制、施設、設備等については、高等学校設置基準によらなければならない。ただし、教育
上支障がないと認めるときは、都道府県教育委員会等は、専攻科の編制、施設及び設備に関し、必要
と認められる範囲内において、高等学校設置基準に準じて、別段の定めをすることができる。

140207732611993専攻科を設置
する学校数（B）

2．31．9079．41．060．50．13．32．70．1設置割合（B/A）
（％）

8,3055006,80212047126452256128専攻科の
在籍生徒数

6,1751032497308437165753313,978当該学科を設置
する学校数（A）

合計福祉情報看護家庭水産商業工業農業普通科

（出典）文部科学省「平成2１年度学校基本調査」

※高等学校の学校数および専攻科のある高等学校の学校数は、複数の学科を設置する学校があるため、各学科の合計と異なる。
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高等学校におけるキャリア教育の取組状況

高等学校のキャリア教育は、学校によって取組の差がある高等学校のキャリア教育は、学校によって取組の差がある

30.5%

12.3%

10.3%

9.9%

15.2%

20.9%

26.0%

11.4%

10.9%

6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

組織的・体系的な指導計画を作成

文部科学省や教育委員会などの資料等を教員に配付

新学習プログラムを作成

自校独自の資料等を教員に配付

進路指導担当部署と各教科との連携強化

小学校、中学校、大学との連携強化

地域・民間企業との連携強化

生徒の評価を求めている

教員自身が評価している

保護者の評価を求めている

【計画・資料等の有無】

【校内・校外の連携状況】

【成果に対する評価の有無】

（出典） （株）リクルート 「２００８年 高校の進路指導・キャリア教育に関する調査」

（出典） 国立教育政策研究所生徒指導研究センター 「平成20年度職場体験・インターンシップ実施状況等調査」

公立高等学校におけるインターンシップの実施状況①
１ インターンシップ実施状況 （平成２０年度調査時点） ※（ ）は１９年度の数値

（１）学校別実施状況（予定含む）

69.1％ （64.6％）3,071校 （2,931校）4,445校 （4,540校）

実施率実施学校数公立高等学校数

（２）インターンシップの教育課程等への位置付けの状況等（複数回答可）

52.6% (48.7%)47.4% (52.2%)7.6% (7.6%)

184校 (149校)110校 (128校)294校 (274校)
学校設定教科・科目で実施

122校 (109校)110校 (117校)232校 (224校)
「課題研究」の中で実施

62.6% (54.4%)37.4% (46.7%)9.6% (9.3%)

296校 (264校)53校 (49校)349校 (310校)「学校外における学修」

として実施 84.8% (85.2%)15.2% (15.8%)11.4% (10.6%)

82.2% (84.1%)17.8% (16.2%)46.5% (45.2%)

1,174校 (1,114校)254校 (215校)1,428校 (1,342校)教育課程には位置付けず

に実施

39.5% (39.4%)60.5% (65.4%)22.5% (21.4%)

273校 (247校)418校 (410校)691校 (627校)現場実習等職業に関する

教科・科目の中で実施

24.1% (23.8%)75.9% (76.2%)25.5% (26.1%)

189校 (182校)595校 (583校)784校 (765校)
総合的な学習の時間で実施

37.4% (39.6%)62.6% (60.7%)11.7% (11.5%)

134校 (134校)224校 (205校)358校 (338校)
特別活動での実施

選択・希望者等当該学年の

一部の生徒が参加

原則として当該学年の

全員が参加

参 加 形 態

教育課程等への位置付け

※ ２つ以上に該当する場合は、その全てをカウント。
※ 実際に事業所等で行う体験活動を対象とし、事前・事後指導等は含めない。
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２ 学科別状況 （全日制・定時制）

（１）平成２０年度 学科別実施率（％）（公立）

65.583.934.457.382.562.585.572.297.085.595.579.079.190.4

全体
総合
学科

その他
の学科

普通科小計
その他の職業
に関する学科

福祉情報看護家庭水産商業工業農業

208,343
(27.2)

18,664
(41.4)

3,106
(13.2)

75,240
(14.7)

111,333
(60.2)

558
(59.9)

1,726
(96.5)

405
(51.6)

1,202
(99.6)

6,724
(71.3)

1,948
(67.0)

39,516
(61.5)

40,624
(53.5)

18,630
(67.7)

在学中に
１回でも
体験した
３・４年生数
（割合※ ）

258,61924.6283,43897.948132,6059743,6105072,6679,0692,24842,91548,82921,786体験した
生徒数

3,753
<1,201>

251
<97>

155
<20>

1,735
<415>

1,612
<669>

10
<2>

47
<37>

13
<3>

32
<30>

177
<64>

42
<12>

473
<159>

496
<205>

322
<157>

実施学科数
<単位認定
学科数>

全体
総合
学科

その他
の学科

普通科小計
その他の
職業に関
する学科

福祉情報看護家庭水産商業工業農業

（２）平成２０年度 実施学科数及び体験生徒数 （公立）

※ （ ）内はその学科の３・４年生全体に占める割合（％）

公立高等学校におけるインターンシップの実施状況②

（出典） 国立教育政策研究所生徒指導研究センター 「平成20年度職場体験・インターンシップ実施状況等調査」

※ 学校数については、全日制・定時制の両方をそれぞれカウントした数になっている。

2.28

1.93
1.89

1.82
1.78

1.74

1.61

1.43

1.14
1.05

2.05
2.00

1.84

1.94

1.82 1.82

1.60

1.36

1.22
1.15

0.93

2.47

0.9

1.2

1.5

1.8

2.1

2.4

「
職
業
観

・
勤
労
観

」
の
芽
生

え

あ

い
さ

つ
や
社
会
的

マ
ナ
ー

前
向

き

に
自
己

の
将
来
設
計

進
路
学
習
全
般

へ
の
意
欲
向
上

自

ら

の
意
志

と
責
任

で
進
路
選
択

情
報
活
用

・
進
路

に
活
用

積
極
的

に
人
間
関
係

を
形
成

学
習
活
動
全
般

へ
の
意
欲
向
上

就
職
率

が
向
上

離
職
率

が
減
少

不
適
応

や
問
題
行
動

が
減
少

５日未満 ５日以上

（出典）国立教育政策研究所生徒指導研究センター「職場体験・インターンシップ現状把握調査（平成１６年）

高等学校における就業体験活動の効果（実施期間別）

５日未満の場合と５日以上の場合を比較してみると、期間が長期化すれば、進路に関する多くの
点でより効果を実感しやすくなる傾向

５日未満の場合と５日以上の場合を比較してみると、期間が長期化すれば、進路に関する多くの
点でより効果を実感しやすくなる傾向

※ ０（そう思わない）～３（そう思う）の４段階評価の平均点
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10.4

13.2

15.2

19.0

16.7

23.2

23.9

26.2

28.1

28.2

31.5

35.1

40.7

15.4

23.1

30.7

19.2

16.2

20.3

19.0

24.5

23.2

11.4

19.9

16.7

28.5

39.0

7.9
特に要望はない

もっと生徒（子ども）の意思を尊重してほしい

もっと生徒（子ども）のことを理解してほしい

もっと親身になって相談にのってほしい

もっと進路相談の機会を設けてほしい

個別の学校の情報をもっと教えてほしい

もっと世の中・社会の動向を把握したうえで指導してほしい

もっと職業に関する知識をもって指導してほしい

もっと適性や可能性を気づかせてくれる指導をしてほしい

身近な先輩の経験を聞く機会をもっと設けてほしい

職場見学・インターンシップ等実際の仕事を知る機会をもっと設けてほしい

進路について考えさせる体験・行動の機会をもっと設けてほしい

進学や就職に関してもっと具体的に指導してほしい

もっと進路に関する情報提供をしてほしい

高校生

保護者

高等学校のキャリア教育・進路指導に対する生徒・保護者の要望

（出典） （社）全国高等学校PTA連合会・（株）リクルート 「高校生と保護者の進路に関する意識調査」（2009）

高校生や保護者は、進路に関する情報提供や進学・就職に関する具体的な指導、進路について
考えさせる体験・行動の機会の提供、適性や可能性を気付かせる指導などを要望

高校生や保護者は、進路に関する情報提供や進学・就職に関する具体的な指導、進路について
考えさせる体験・行動の機会の提供、適性や可能性を気付かせる指導などを要望

Ｑ．高校の進路指導にどのようなことを要望するか

％

（出典） （財）日本進路指導協会 「中学校・高等学校における進路指導に関する総合的実態調査」（平成18年3月）（文部科学省委託）

高等学校在学時に実施してほしかった体験活動 （学科別）

20.7

39.7

42.5

16.4

21.9

26.0

13.9

33.1

14.0

9.5

17.2

37.3

44.3

19.2

27.8

24.1

16.7

32.1

13.4

7.7

24.6

42.5

40.4

13.2

15.2

28.2

10.7

34.2

14.7

11.5

身近な産業や職業についての調査

職場の見学

インターンシップ

上級学校の見学や調査

上級学校の体験入学

社会人や職業人の講話・講演

上級学校の先生の講話・講演

卒業生の体験発表会

高等学校の先生からの体験談

その他

全体

普通科

専門学科

インターンシップ（就業体験活動）を実施してほしかったと回答した者が約４３％インターンシップ（就業体験活動）を実施してほしかったと回答した者が約４３％
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〔経緯〕
平成５年、高等学校における総合学科の創設に伴い、自己の進路への自覚を深めさせるとともに、将
来の職業生活の基礎となる知識・技術等を修得させるため、総合学科において原則としてすべての生徒
に履修させる科目として設けられる。平成１１年の学習指導要領の改訂の際に、学校設定教科に関する
科目として明示された。

〔取扱い〕
○ 総合学科においては、すべての生徒に原則として入学年次に履修させるものとし、標準単位数は
２～４単位。
○ その他の学科では、学校設定教科に関する科目として設けることができる。

〔指導教員〕
特定の教科に相当しないものにあっては免許状の教科を問わず指導するものとし、特別な知識・技術を
必要とする内容の学習を行う場合には当該学習内容と関連の高い教科の免許状を有する者が中心となり、
複数の教員によるティームティーチングによって指導する。

〔教科書〕
検定教科書、文部科学省著作教科書がないため、当該高等学校の設置者の定めるところにより、他の

適切な教科書を使用。

〔ねらい〕
○ 人間としての生き方の探求、特に自己の生き方の探求を通して、職業を選択し、決定する場合に必
要な能力と態度を養うこと
○ 将来の職業生活を営む上で必要な態度やコミュニケーションの能力を培うことや現実の産業社会や
その中での自己の在り方生き方について認識させ、豊かな社会を築くために積極的に寄与する意欲や
態度を育成すること

〔開設状況〕（平成19年度入学者に係る学科の状況（全日制・定時制））
普通科 0.8％ 専門学科 0.7％ 総合学科 89.2％

（出典）「平成19年度公立高等学校における教育課程の編成・実施状況調査」

科目「産業社会と人間」の概要

92.2

89.1

89.1

85.1

74.4

73.6

63.5

62.9

41.4

31.0

23.3

12.1

12.4

22.7

22.7

11.8

1.1

1.7

7.5

5.2

9.8

0.6

3.4

2.3

社会人・職業人や卒業生、地域の方々による講話・懇談

各教科・科目の履修計画の作成

ライフプランの作成・発表

職業に関する知識等の修得

職業適性検査、性格検査など

大学・専門学校等、進学先の見学

調査研究・発表・討論

企業等の訪問・見学など

企業等における実習、就業体験活動など

奉仕体験活動

その他の体験的な活動

その他
実施している
最も重点を置いて実施している

「産業社会と人間」で実施している教育活動

％

（出典） 文部科学省 「総合学科、学校設定科目『産業社会と人間』に関する調査」

啓発的な経験、履修計画の作成、ライフプランの作成・発表、職業に関する知識等の習得などの活
動を多くの学校で実施

啓発的な経験、履修計画の作成、ライフプランの作成・発表、職業に関する知識等の習得などの活
動を多くの学校で実施
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「産業社会と人間」を実施したことによる成果 （学校回答）

84.8

29.6

23.3

7.8

58.3

11.2

3.7

1.4

10.9

2.3

9.8

0.9

0.3

4.9

98.0

82.5

81.9

62.6

58.9

47.4

94.0

0.9

自己の将来の生き方・働き方や進路について考察することができている

自己の能力・適性、興味・関心を知ることができている

「学ぶこと」「働くこと」への意欲や積極的な態度を育成することができている

社会に積極的に寄与する意欲・態度を養うことができている

生徒が主体的に各教科・科目の履修計画を作成することができている

社会生活や職業生活に必要な基本的な知識を身に付けることができている

キャリア教育の中核となる時間として位置づけることにより、キャリア教育を組織的・
計画的に推進することができている

生徒が次の進路に円滑に移行できている

教職員の意識改革・資質向上を図ることができている

我が国の産業の発展とそれがもたらした社会の変化について考察することができ
ている

他の学校に於けるキャリア教育の改善・充実につながっている

その他

当てはまる

最も当てはまる

％

（出典） 文部科学省 「総合学科、学校設定科目『産業社会と人間』に関する調査」

学校は、自己の将来への考察、能力や適性の理解、意欲や態度の育成などの成果を感じている学校は、自己の将来への考察、能力や適性の理解、意欲や態度の育成などの成果を感じている

「産業社会と人間」を実施したことによる成果（教育委員会回答）

91.7

33.3

63.3

81.7

51.7

80.0

36.7

13.3

71.7

3.3

1.7

6.7

3.3

76.7

96.7

100

3.3

1.7

自己の能力・適性、興味・関心を知ることができている

自己の将来の生き方・働き方や進路について考察することができている

「学ぶこと」「働くこと」への意欲や積極的な態度を育成することができている

社会に積極的に寄与する意欲・態度を養うことができている

我が国の産業の発展とそれがもたらした社会の変化について考察することができている

社会生活や職業生活に必要な基本的な知識（職業の種類、法律、制度、慣行など）を身に付
けることができている

生徒が主体的に各教科・科目の履修計画を作成することができている

生徒が次の進路に円滑に移行することができている

キャリア教育の中核となる時間として位置づけることにより、キャリア教育を組織的・計画的に
推進することができている

教職員の意識改革・資質向上を図ることができている

他の学校におけるキャリア教育の改善・充実につながっている

その他

当てはまる

最も当てはまる

（出典） 文部科学省 「総合学科、学校設定科目『産業社会と人間』に関する調査」

％
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「産業社会と人間」と関連付けて実施している教科・科目等

11.5

8.3

27.0

3.7

54.3

64.1

17.2

5.2

4.6

7.8教科「公民」

教科「家庭」

科目「課題研究」

その他の教科・科目

総合的な学習の時間

ホームルーム活動

生徒会活動

学校行事

その他

いずれの教科・科目等にも、関連付けていない

％

（出典） 文部科学省 「総合学科、学校設定科目『産業社会と人間』に関する調査」

総合的な学習の時間やホームルーム活動とは関連づけている学校が多いが、教科と関連づけている
学校は少なく、いずれの教科等とも関連づけていない学校も約１割存在

総合的な学習の時間やホームルーム活動とは関連づけている学校が多いが、教科と関連づけている
学校は少なく、いずれの教科等とも関連づけていない学校も約１割存在

「産業社会と人間」の指導体制

47.4

27.9

23.6

0.6

25.0

29.9

0.3

28.7

校内に「産業社会と人間」に関する委員会等の研究・推進組織を設けてい

る

特定の教員

進路指導の校務分掌が中心となって指導計画を作成し、授業を行っている

生徒指導の校務分掌が中心となって指導計画を作成し、授業を行っている

学年主任が中心となって指導計画を作成し、授業を行っている

ホームルーム担任が中心となって指導計画を作成し、授業を行っている

特別非常勤講師が中心となって指導計画を作成し、授業を行っている

その他

％

（出典） 文部科学省 「総合学科、学校設定科目『産業社会と人間』に関する調査」

校内に組織を設けている学校が約半数、ホームルーム担任が担当が約３割。特定の教員が担当して
いる場合も３割弱存在

校内に組織を設けている学校が約半数、ホームルーム担任が担当が約３割。特定の教員が担当して
いる場合も３割弱存在
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「産業社会と人間」を実施することの意義

56.7%

43.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.3%

0.3%

2.0%

45.1%

52.0%

とても意義がある

それなりに意義がある

あまり意義がない

まったく意義がない

わからない 学校の回答

教育委員会の回答

（出典） 文部科学省 「総合学科、学校設定科目『産業社会と人間』に関する調査」

ほとんどの学校で「産業社会と人間」の実施に意義を感じているほとんどの学校で「産業社会と人間」の実施に意義を感じている

約６７％の公立普通科が、家庭、商業といった教科を中心に職業教科を開設約６７％の公立普通科が、家庭、商業といった教科を中心に職業教科を開設

公立高等学校の普通科における職業教科の開設状況

＜開設している場合、開設している教科は何か＞

＜職業教科を開設しているか＞

開設している 66.8% 開設していない 33.2%

4.4

3.1

51.2

0.5

81.3

2.3

13.8

10.3

6.2

農業

工業

商業

水産

家庭

看護

情報

福祉

学校設定教科

（出典） 文部科学省 「公立高等学校の普通科における職業に関する教科の開設状況調査」
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(41,945)
30,438

(604,742人)
596,348人

(1,216,025人)
1,191,214人

(3,320,538人)
3,347,049人

(6.3倍)
6.4倍

(3,570,230人)
3,607,585人

(562,797人)
565,910人

合計
［721大学2084学部］

(35,220)
23,282

(476,823人)
468,067人

(1,070,248人)
1,047,092人

(2,905,235人)
2,935,606人

(6.8倍)
6.9倍

(3,021,217人)
3,058,646人

(441,603人)
444,785人

私立大学
［567大学1542学部］

(6,725)
7,156

(127,919人)
128,281人

(145,777人)
144,122人

(415,303人)
411,443人

(4.5倍)
4.5倍

(549,013人)
548,939人

(121,194人)
121,125人小計

(1,605)
1,806

(26,613人)
27,063人

(34,469人)
34,164人

(102,600人)
100,547人

(5.4倍)
5.4倍

(135,143人)
137,463人

(25,008人)
25,257人

公立大学
［72大学165学部］

(5,120)
5,350

(101,306人)
101,218人

(111,308人)
109,958人

(312,703人)
310,896人

（4.3倍）
4.3倍

(413,870人)
411,476人

(96,186人)
95,868人

国立大学
［82大学377学部］

過△欠員
Ｃ－Ａ

入学者数
Ｃ

合格者数受験者数
志願倍率
Ｂ／Ａ

入学志願者数
Ｂ

募集人員
Ａ

区分

Ⅰ．総括表

293人354人534人51学部33大学708人766人898人73学部42大学合計

234人293人349人37学部23大学666人724人785人62学部34大学私立大学

59人61人185人14学部10大学42人42人113人11学部8大学小計

6人6人19人3学部1大学8人8人14人3学部1大学公立大学

53人55人166人11学部9大学34人34人99人8学部7大学国立大学

入学者数合格者数入学志願者数実施大学・学部数入学者数合格者数入学志願者数実施大学・学部数

平成19年度平成20年度
区分

Ⅱ．専門高校・総合学科卒業生入試

大学における専門高校・総合学科卒業生入試の実施状況

（出典）文部科学省 「平成20年度国公私立大学入学者選抜実施状況」

（ ）書きは前年度の数値を示す

任命・雇用しようとする者から授与権者（都道府県教育委員会）への届出 （平成１０年に許可制から届出制に変更）

特別非常勤講師制度

地域の人材や多様な専門分野の社会人を学校現場に迎え入れることにより、学校教育の多様化への対応やその活性化を
図るため、教員免許を有しない非常勤講師を登用し、教科の領域の一部を担任させることができる（昭和６３年に創設）。

小学校、中学校、高等学校、特別支援学校における全教科、道徳、総合的な学習の時間の領域の一部及び
小学校のクラブ活動 （平成１０年に対象教科を拡大）

【届出件数】
平成１９年度：２２，７０３件 （小学校：８，３５１件、中学校：３，７７１件、高等学校：１０，０１０件、特別支援学校：５７１件）

【主な事例】
小学校 生活：米作り［農家］，音楽：和太鼓［和太鼓奏者］，家庭：食に関する指導［学校栄養職員］，クラブ活動：手話［手話通訳者］，

道徳 [獣医師]，総合的な学習の時間：英会話［英会話教室講師］，パソコン活用［専門学校講師］
中学校 国語：朗読［劇団員］，理科：自然観察［自然観察指導員］，技術：木工［大工］，家庭：食物［栄養士］，

道徳：奉仕の精神［福祉施設勤務］，クラブ活動：囲碁・将棋［地域の人材］，総合的な学習の時間：国際理解［旅行会社添乗員］
高等学校 国語：朗読研究［アナウンサー］，保健体育：剣道［剣道有段者］，家庭：調理実習［料理教室講師］，

工業：製図［一級建築士］，商業：会計［公認会計士］，総合的な学習の時間：職業観の育成［銀行員］
特別支援学校 保健体育：基本的な運動［作業療法士］，音楽：琴［琴講師］，総合的な学習の時間：登山・散策指導［登山ガイド］

（注）特別非常勤講師は
平成10年７月に許可制から
届出制となった。

（文部科学省調べ）

Ⅰ．制度の目的・概要

Ⅱ．担当する教科等

Ⅲ．登用手続

Ⅳ．届出件数・事例

【届出件数の推移】

2270323,478
24,325

21,948
20,392

17,650
14,695

11,607

8,646
6,280

5,014
3,5372,9182,3281,7821,5261,162

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

件数
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【授与件数】
延べ２９０件 （平成２０年３月３１日現在）

【件数の推移】

特別免許状制度

小学校、中学校、高等学校における全教科（平成１０年に対象教科を拡大）
特別支援学校における自立教科（理療、理容、自立活動など）

教員免許状を持っていないが優れた知識経験等を有する社会人等を教員として迎え入れることにより、学校教育の多様化へ
の対応や、その活性化を図るため、授与権者（都道府県教育委員会）の行う教育職員検定により学校種及び教科ごとに授与
する「教諭」の免許状。（昭和６３年に創設）

【授与手続】
１．任用しようとする者（都道府県教育委員会、学校法人等）の推薦
２．都道府県教育委員会が行う教育職員検定（人物・学力・実務・身体）
の合格
（合否決定に際し、学校教育に関する学識経験者等へ意見聴取）

【授与要件】
１．担当する教科の専門的な知識経験又は技能
２．社会的信望・熱意と識見
（平成１４年に学士要件を撤廃）

授与を受けた都道府県においてのみ１０年間有効
（平成１４年に有効期限（５～１０年）を撤廃したが、平成２１年度より免許更新制が導入され、有効期限が付された。）

【主な事例】
高等学校の書道［書道家］、公民［新聞記者］、
保健体育［高校野球監督］、
英語［企業で英文和訳担当］、
家庭［調理師専門学校教員］、
工業［製鉄会社職員］、
商業［企業で会計処理担当］、水産［航海士］、
看護［医師・看護師］、宗教［住職・牧師］、
中学校の理科［農学博士・研究者］

Ⅱ．担当する教科等

Ⅴ．授与件数・事例

Ⅳ．免許状の効力

Ⅲ．授与手続・要件

Ⅰ．制度の目的・概要

年度 件 数 年 度 件 数 年 度 件 数

平 成 元 １４ 平 成 ７ ０ 平 成 13 ４

２ ２ ８ １ 14 ６

３ ２ ９ ５ 15 ４ ７

４ ３ 10 １ 16 ４ ９

５ ２ 11 ０ 17 ３ ５

６ １ ２ 12 １ 18 ３ ７

19 ６ ９

94.0

90.2

73.9

64.9

64.1

48.0

42.2

41.7

27.3

22.4

21.0

19.3

2.6

34.2

39.1

6.9

1.1

8.9

2.9

1.1

2.0

0.9

0.9

1.4

0.0

生徒が将来の職業選択を視野に入れ、自己の将来の生き方・働き方や進路につい
て自覚を深めることができている

生徒の多様な興味・関心、進路希望等に柔軟に対応した教育活動を実施すること
ができている

個性を生かした主体的な学習を通じ、生徒が学ぶことの楽しさや成就感を体験する
ことができている

「学ぶこと」「働くこと」への意欲や積極的な態度を育成することができている

キャリア教育を組織的・計画的に推進することができている

在校生・卒業生・保護者の満足度が高い

生徒が豊かな創造性や問題解決能力を育成することができている

生徒が次の進路に円滑に移行することができている

教職員の意識改革・資質向上を図ることができている

卒業生に対する進学先・就職先の評価が高い

生徒が、学びたいことを学べる学科として総合学科を進学先として選択することによ
り、高等学校間の序列意識を打破する契機となっている

様々な分野の教科・科目を開設することにより、地域の人々の要望を踏まえつつ生
涯学習機関としての役割を果たしている

その他

当てはまる

最も当てはまる

（出典） 文部科学省 「総合学科、学校設定科目『産業社会と人間』に関する調査」

総合学科を導入したことによる成果 （学校回答）
％
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（出典） 文部科学省 「総合学科、学校設定科目『産業社会と人間』に関する調査」（速報値）

総合学科を導入したことによる成果 （教育委員会回答）

91.7

31.7

28.3

26.7

16.7

1.7

41.7

5.0

46.7

3.3

0.0

1.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

93.3

51.7

56.7

56.7

78.3

80.0

96.7
生徒が将来の職業選択を視野に入れ、自己の将来の生き方・働き方や進路につ

いて自覚を深めることができている

個性を生かした主体的な学習を通じ、生徒が学ぶことの楽しさや成就感を体験す
ることができている

生徒の多様な興味・関心、進路希望等に柔軟に対応した教育活動を実施するこ
とができる

キャリア教育を組織的・計画的に推進することができている

「学ぶこと」「働くこと」への意欲や積極的な態度を育成することができている

在校生・卒業生・保護者の満足度が高い

生徒が豊かな創造性や問題解決能力を育成することができている

生徒が次の進路に円滑に移行することができている

教職員の意識改革・資質向上を図ることができている

生徒が、学びたいことを学べる学科として総合学科を進学先として選択することに
より、高等学校間の序列意識を打破する契機となっている

卒業生に対する進学先・就職先の評価が高い

様々な分野の教科・科目を開設することにより、地域の人々の要望を踏まえつつ
生涯学習機関としての役割を果たしている

その他

当てはまる

最も当てはまる

％

満足
23.3

ほぼ満足
56.9

やや不満足
15.4

不満足
4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合学科で学ぶことへの満足度

総合学科に在籍する生徒は、総合学科で学ぶことについての満足度が高い総合学科に在籍する生徒は、総合学科で学ぶことについての満足度が高い

（出典） 国立教育政策研究所 初等中等教育研究部 「総合学科に関する調査」（平成20年3月）
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79.3

62.6

61.8

59.2

57.5

50.6

50.6

48.9

41.4

38.8

38.5

34.2

26.4

22.7

19.3

6.0

4.0

23.6

17.0

3.2

19.5

3.2

6.3

7.2

6.0

3.2

1.7

0.6

2.3

1.4

2.3

0.9

0.3

4.61.4

様々な教科・科目を開設しているため、他の学科と比べて教職員の負担が大きい

教員数が十分でないため、多様な教科・科目を開設することが難しい

中学生及びその保護者の総合学科に対する理解や認知度が低い

生徒が目的意識や将来の進路への自覚を持っていないため、主体的な科目選択を
行わせることが難しい

中学校の教職員の総合学科に対する理解が不十分である

財政的な制約から、専門教育を実施するために必要な施設・設備の整備が不十分
である

生徒の基礎的な学力が不足しているため、専門教育を施すことが難しい

高等学校の教職員の総合学科に対する理解が不十分である

他の学科と比べ選択科目が多いため、個々の生徒の学習・生活の状況を把握する
ことが難しい

社会人講師や体験活動の受入れ先の確保など、地域社会や企業との連携を図るこ
とが難しい

財政的な制約から、社会人講師を十分に確保することが難しい

キャリアカウンセラーなどの専任の相談者が少ない（いない）ため、個々の生徒に応
じた指導が十分にできていない

他の学科との差別化を図ることが難しい

生徒の進学希望を十分に実現できていない

生徒の就職希望を十分に実現できていない

他の学科と比べて、卒業生に対する進学先・就職先の評価が低い

在校生・卒業生・保護者の満足度が低い

その他

当てはまる

最も当てはまる

（出典） 文部科学省 「総合学科、学校設定科目『産業社会と人間』に関する調査」

総合学科の課題 （学校回答）

（％）

（出典） 文部科学省 「総合学科、学校設定科目『産業社会と人間』に関する調査」

総合学科の課題 （教育委員会回答）

78.3

75.0

68.3

61.7

60.0

46.7

46.7

45.0

41.7

38.3

36.7

35.0

31.7

28.3

23.3

21.7

6.7

3.3

5.0

23.3

31.7

3.3

3.3

13.3

3.3

1.7

0.0

5.0

3.3

1.7

1.7

1.7

1.7

1.7

1.7

様々な教科・科目を開設しているため、他の学科と比べて教職員の負担が大きい

生徒が目的意識や将来の進路への自覚を持っていないため、主体的な科目選択を
行わせることが難しい

中学生及びその保護者の総合学科に対する理解や認知度が低い

中学校の教職員の総合学科に対する理解が不十分である

教員数が十分でないため、多様な教科・科目を開設することが難しい

他の学科と比べ選択科目が多いため、個々の生徒の学習・生活の状況を把握する
ことが難しい

財政的な制約から、専門教育を実施するために必要な施設・設備の整備が不十分
である

財政的な制約から、社会人講師を十分に確保することが難しい

高等学校の教職員の総合学科に対する理解が不十分である

生徒の基礎的な学力が不足しているため、専門教育を施すことが難しい

社会人講師や体験活動の受入れ先の確保など、地域社会や企業との連携を図るこ
とが難しい

財政的な制約から、総合学科の整備を推進することが難しい

他の学科との差別化を図ることが難しい

キャリアカウンセラーなどの専任の相談者が少ない（いない）ため、個々の生徒に応
じた指導が十分にできていない

生徒の進学希望を十分に実現できていない

生徒の就職希望を十分に実現できていない

他の学科と比べて、卒業生に対する進学先・就職先の評価が低い

在校生・卒業生・保護者の満足度が低い

その他

当てはまる

最も当てはまる

（％）

－150－



48.2

29.7

28.4

16.2

13.0

10.0

38.8

46.2

44.9

44.9

23.7

32.3

8.0

15.9

15.6

23.8

28.0

35.5

3.5

5.0

6.8

9.4

31.2

14.6

5.7

7.6

4.1

4.3

1.5

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分の興味・関心等に応じて自由に科目を選択し学習できる

自分の進路について学び、じっくり考えることができる

進学にも就職にも柔軟に対応できる

生徒がいきいきと学習や諸活動に取り組んでいる

校則が緩やかで自由な雰囲気である

地域と連携した学習や行事等が重視されている

そう思う まあそう思う あまりそう思わない そう思わない わからない

総合学科の特色についての生徒の認識

総合学科の生徒は、自分の進路について学び、じっくり考えることができることを総合学科の
特色ととらえている割合が比較的高い

総合学科の生徒は、自分の進路について学び、じっくり考えることができることを総合学科の
特色ととらえている割合が比較的高い

（出典） 国立教育政策研究所 初等中等教育研究部 「総合学科に関する調査」（平成20年3月）

（出典） 国立教育政策研究所 初等中等教育研究部 「総合学科に関する調査」（平成20年3月）

68.1%

41.9%

33.8%

28.8%

18.6%

18.3%

17.5%

14.3%

12.1%

11.6%

11.5%

2.7%

興味・関心等に応じて選択できる

多様な選択科目が開設されている

進路にも就職にも対応した教科等を選択できる

進路等に目的を持つことができる

体験的・実践的な学習活動ができる

幅広い人間関係を得ることができる

施設・設備が充実している

単位制なので自分のペースで学習できる

地域の社会人等から学ぶ機会が多い

ホームルーム活動や課外活動が活発である

教員が熱意をもって指導している

その他

総合学科に満足している点

総合学科で進路等に目的を持つことができることに満足している生徒は約３割総合学科で進路等に目的を持つことができることに満足している生徒は約３割
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○学校教育法第124条

第一条に掲げるもの以外の教育施設で、職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し、又は教養の向上を図る
ことを目的として次の各号に該当する組織的な教育を行うもの（当該教育を行うにつき他の法律に特別の規定があ
るもの及び我が国に居住する外国人を専ら対象とするものを除く。）は、専修学校とする。
一 修業年限が一年以上であること。
二 授業時数が文部科学大臣の定める授業時数（※）以上であること。
三 教育を受ける者が常時四十人以上であること。

○学校教育法第125条

専修学校には、高等課程、専門課程又は一般課程を置く。
２ 専修学校の高等課程においては、中学校若しくはこれに準ずる学校を卒業した者若しくは中等教育学校の

前期課程を修了した者又は文部科学大臣の定めるところによりこれと同等以上の学力があると認められた者に
対して、中学校における教育の基礎の上に、心身の発達に応じて前条の教育を行うものとする。

○学校教育法第126条

高等課程を置く専修学校は、高等専修学校と称することができる。

○文部科学省告示第１３７号
①修業年限３年以上
②年間授業時数２，５９０時間
なお、卒業に必要な普通科目（国語、地理歴史、公民、数学、理科または外国語）についての
総授業時数は４２０時間以上。ただし、１０５時間までは教養科目で代替可能。

大学入学資格付与

①工業分野、②農業分野、③医療分野、④衛生分野、⑤教育・社会福祉分野、
⑥商業実務分野、⑦服飾・家政分野、⑧文化・教養分野

分野

目的
専修学校高等課程（高等専修学校）の制度の概要

※ 年間８００時間（専修学校設置基準第5条第1項）

医療
140
23.2%

文化・教養
62
10.3%

服飾・家政
100
16.6%

衛生
184
30.5%

商業実務
59
9.8%

教育・社会福祉
14
2.3%

工業
43
7.1%

農業
1
0.2%

医療
13,410
35.7%

衛生
5,327
14.2%

農業
8
0.02%

工業
4,259
11.3%

文化・教養
3,281
8.7%

服飾・家政
3,361
9.0%

商業実務
6,800
18.1%

教育・社会福祉
1,102
2.9%

専修学校高等課程（高等専修学校）の学科数・生徒数（学科別）

（出典）文部科学省「平成2１年度学校基本調査」

【学科別学科数の割合】 【学科別生徒数の割合】
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資料：文部科学省「学校基本調査」、総務省「日本の将来推計人口」

１８歳人口、高等教育機関への進学率の推移
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0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大学入学者数（万人）

短大入学者数（万人）

専門学校入学者数（万人）

高校等卒業者数（万人）

18歳人口（万人）

●　18歳人口　＝　３年前の中学校卒業者及び中等教育学校前期課程修了者数

●　進学率１　＝　当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18歳人口

●　進学率２　＝　当該年度の大学・短大の入学者数

　　　　　　　　　　　　　　18歳人口

○　高校等卒業者数　＝　高等学校卒業者及び中等教育学校後期課程卒業者数

○　現役志願率　＝　当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者の数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当該年度の高校等卒業者数

○　収容力　＝　当該年度の大学・短大入学者数

　　　　　　　　当該年度の大学・短大志願者数
進学率１(大学＋短大＋高専＋専門学校）

収容力（大学＋短大）

現役志願率（大学＋短大）

大学：     50.2%

短大：      6.0%

高専４年次：0.9%

専門学校： 20.4%

大学：54.9%

短大： 6.3%
進学率２（大学＋短大）

高専４年次在学者数

大学：50.2%

短大： 6.0%

Ｓ60年代計画

Ｈ12年度

以降構想Ｓ50年代

前期計画

Ｓ50年代

後期計画

Ｈ５年度以降計画

92．5%

77．6%

61．2%

56．2%

（年度）

資料：文部科学省「学校基本調査」大学数には通信教育のみを行う学校を含む
学生数には大学院、専攻科、別科も含む
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校

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

人

大学数

大学学生数

理学, 3.2

工学, 16

農学, 3

保健, 9.3 人文科学, 15.4 社会科学, 35.3

家政,2.6

教育,

 6.3

芸術,2.9

その他,

 5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計

理学 工学
農学 保健

人文科学 社会科学

家政 教育

芸術 その他
(252万7,319人)

資料：文部科学省「学校基本調査」

大学の学校数及び学生数の変遷

大学の学科別学生割合（平成21年3月）
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資料：「学校基本調査」、「全国短期大学一覧」
短大数には通信教育のみを行う学校を含む
学生数には専攻科、別科も含む
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短大学生数

工業

, 3.1

農業, 0.9

保健,

8
人文, 12.4 社会, 11.9

教養, 1.4

家政,20.5 教育, 29.6
芸術

4.4

その他,

 7.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計

工業 農業

保健 人文

社会 教養

家政 教育

芸術 その他(15万5,127人)

資料：文部科学省「学校基本調査」

短期大学の学校数及び学生数の変遷

短期大学の学科別学生割合（平成21年3月）

資料：文部科学省「学校基本調査」及び文部科学省調べ学生数には専攻科及び聴講生・研究生も含む
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高専学校数

高専学生数

社会, 1.1

工業, 96.6

商船,2
デザイン, 0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計

社会

工業

商船

デザイン

(５万5,853人)

資料：文部科学省「学校基本調査」

高等専門学校の学校数及び学生数の変遷

高等専門学校の学科別学生割合（平成21年3月）
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資料：文部科学省「学校基本調査」
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資料:文部科学省「学校基本調査」

工業関係,

13.8

農業関係, 0.7

医療関係,

34.8

衛生関係,

12.1

教育・

社会福祉

関係, 6.2

商業実務

関係, 10

服飾・家政関係, 3.4

文化・教養関係,

19

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計

工業関係

農業関係

医療関係

衛生関係

教育・社会福祉関係

商業実務関係

服飾・家政関係

文化・教養関係

(55万2,711人)

専門学校の学校数及び生徒数の変遷

専門学校の学科別生徒割合（平成21年3月）

資料：文部科学省「学校基本調査」

12.2

34

26.8

10.1

5.7

3.8

3.4

8.1

10

7.4

68.3

46.1

58.3

62.3
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70.7

76.2
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12.1

8.3

5.6

8.1

8.1

15.1

14.1

10.7

11.4

12.9

進学者, 42.7

就職者, 80.6

45.5

72.3

臨床研修医（予定者

を含む）, 20.8

専修学校・外国の学校等入学者, 3.9

3.1

3.1

3.7

5.1

一時的な

仕事に就

いた者, 7
上記以外の者, 29.6

死亡・

不詳

の者,4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計

理学

工学

農学

保健

人文科学

社会科学

家政

教育

芸術

その他

進学者

就職者

臨床研修医（予定
者を含む）

専修学校・外国の
学校等入学者

一時的な仕事に就
いた者

上記以外の者

死亡・不詳の者

(55万9,539人)

(1万8,790人)

(3万4,043人)

(9万3,684人)

(1万6,797人)

(20万4,282人)

(1万5,631人)

(1万6,605人)

(9万1,138人)

(4万3,544人)

(2万5,025人)

大学の関係学科別進路別卒業者割合（平成21年3月）
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一時的な仕事に

就いた者, 8.8 上記以外の者, 26.2
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専修学校・外国の
学校等入学者
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上記以外の者

死亡・不詳の者

資料：文部科学省「学校基本調査」

(7万8,056人)

(2,654人)

(2万4,153人)

(623人)

(4,262人)

(1,092人)

(1万6,902人)

(3,490人)

(9,555人)

(1万27人)

(5,298人)

短期大学の関係学科別進路別卒業者割合（平成21年3月）

進学者, 43 就職者, 53.6

専修学校・外国の学校等入学者, 1.5

一時的な仕事に就いた者, 0.1

上記以外の者, 1.9

死亡・不詳の者, 0
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進学者
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専修学校・外国の
学校等入学者

一時的な仕事に就
いた者

上記以外の者

死亡・不詳の者

資料：文部科学省「学校基本調査」

(1万474人)

高等専門学校の進路別卒業者割合（平成21年3月）
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その他（進学等）

資料：文部科学省「学校基本調査」

その他, 99

大学への編入学者, 1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学への編入学者

その他

注）「大学への編入学者」は、平成21年度の編入学者数を、平成20年度間の卒業者数で割った割合を示す

(24万3,523人)

(3万6,603人)

(1,732人)

(6万420人)

(8,844人)

(2万7,931人)

(1万9,302人)

(3万8,826人)

(4万9,865人)

計 ( 24万3,523人)

専門学校の学科別卒業者割合（平成20年度間）

専門学校の大学への編入学者割合（平成21年度）

(        2,510人)

( 24万1,121人)

資料：文部科学省「学校基本調査」
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(8,656人)

(5万4,578人)

(7,563人)
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(2万4,616人)
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(15万5,645人)
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大学の関係学科別産業別就職者割合（平成21年3月）
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資料：文部科学省「学校基本調査」
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(1万8,120人)

(7,563人)

(8,656人)

(38万2,485人)

大学の関係学科別職業別就職者割合（平成21年3月）
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資料：文部科学省「学校基本調査」
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(5万4,587人)

短期大学の関係学科別産業別就職者割合（平成21年3月）
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資料：文部科学省「学校基本調査」
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短期大学の関係学科別職業別就職者割合（平成21年3月）
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資料：文部科学省「学校基本調査」
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(26人)

(17人)

(5,414人)

(23人)

(5,610人)

高等専門学校の関係学科別産業別就職者割合（平成21年3月）
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高等専門学校の関係学科別職業別就職者割合（平成21年3月）
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資料：文部科学省調査による

学術研究,専門・技術サービス業

(16万7,432人)

(2万8,487人)

(1,329人)

(4万5,477人)

(2万6,763人)

(1万6,851人)

(1万9,665人)

(4,261人)

(2万4,599人)
（専門課程を設置する専修学校の
約75%からの回答）

専門学校の関係学科別産業別就職者割合（平成20年度）
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資料：文部科学省調査による

(16万9,875人)

(2万9,053人)

(1,436人)

(4万5,765人)

(2万7,300人)

(1万6,585人)

(2万329人)

(4,407人)

(2万5000人) （専門課程を設置する専修学校の
約76%からの回答）

専門学校の関係学科別職業別就職者割合（平成20年度）

大学・短期大学・高等専門学校・専門学校の各分野の具体例及び関連する資格例

◇大学

学生数(人) 構成比(%) ①業務独占資格（参入資格） ②名称独占・必置規制資格 ③検定的資格

2,527,319

理学 81,889 3.2

数 学 数学、応用数学、数理学、情報数理学 18,066 0.7

物 理 学 物理学、天文学、物性学、物理科学 13,387 0.5 気象予報士、環境計量士

化 学 化学、高分子学、基礎化学 12,981 0.5 臨床検査技師 危険物取扱者、毒物劇物取扱責任者

生 物 学 生物学、生化学、動物学、植物学 7,963 0.3 臨床検査技師 健康食品管理士

地 学 地質学、地学、地球圏システム科学 3,945 0.2 測量士、測量士補 技術士補

そ の 他 理学、自然科学、海洋学、生命理学 25,547 1.0

工学 403,406 16.0

機 械 工 学 機械工学、産業機械工学、ロボット工学 73,820 2.9 消防設備士 自動車整備士、造園施工管理技士

電 気 通 信 工 学 電気学、電気電子工学、情報工学 128,744 5.1 陸上・海上特殊無線技士、電気主任技術者

土 木 建 築 工 学 土木工学、建築学、都市工学、建設学 61,857 2.4 測量士、測量士補、消防設備士、発破技士

応 用 化 学 応用化学、物質工学、バイオ化学 37,684 1.5 水道技術管理者、発破技士 毒物劇物取扱責任者、技術士補

応 用 理 学 応用理学、応用物理学、計数工学 6,876 0.3 臨床工学技士

原 子 力 工 学 原子力工学、原子工学、システム量子工学 111 0.0 放射線取扱主任者 エックス線作業主任者

鉱 山 学 鉱山学、採鉱学、資源工学 2 0.0

金 属 工 学 冶金学、金属学、金属工学 374 0.0

繊 維 工 学 繊維工学、先進繊維工学課程 974 0.0 繊維製品品質管理士、衣料管理士

船 舶 工 学 船舶工学、船舶海洋工学 605 0.0

航 空 工 学 航空学、航空宇宙工学 2,857 0.1 航空整備士 航空無線通信士

経 営 工 学 経営工学、管理工学、情報システム工 10,378 0.4 基本情報技術者、ＣＧエンジニア検定

工 芸 学 建築工芸学、クリエイティブデザイン学 1,856 0.1 カラーコーディネーター検定、色彩検定

そ の 他 生物工学、システム工学、材料機能工学 77,268 3.1 食品衛生監視員、消防設備士 食品衛生管理者、安全管理者

農学 75,454 3.0

農 学 農学、園芸学、緑地環境学 12,285 0.5 技術士補、造園施工管理技士、土木施工管理技士 ビオトープ計画管理士、ビオトープ施工管理士

農 芸 化 学 醸造学、農芸化学 6,504 0.3 食品衛生責任者、飼料製造管理者

農 業 工 学 農業工学、農業機械学、農業システム工学 2,837 0.1

農 業 経 済 学 農業経済学、農村経済学 3,318 0.1

林 学 林学、森林学、森林総合科学 1,899 0.1 測量士、測量士補 造園施工管理技士、土木施工管理技士 樹木医補

獣 医 学 畜 産 学 獣医学、畜産学、酪農学、動物学 10,651 0.4 獣医師、家畜人工授精師 毒物劇物取扱責任者、労働衛生コンサルタント

水 産 学 水産学、漁業学、増殖学、栽培漁業学 6,412 0.3 潜水士、小型船舶操縦士 食品衛生管理者

そ の 他 栄養学、生物生産学、応用生命科学 31,548 1.2 栄養士、管理栄養士 、食品衛生管理者 健康運動実践指導者

保健 235,466 9.3

医 学 医学、医学類 48,003 1.9 医師

歯 学 歯学 16,126 0.6 歯科医師

薬 学 薬学、薬剤学、製薬科学、漢方薬学 54,302 2.1 薬剤師

看 護 学 看護学、衛生看護学、保健看護学 48,712 1.9 看護師

そ の 他 保健学、放射線学、理学療法学、作業療法学 68,323 2.7 診療放射線技師、理学療法士、作業療法士 保健師 診療情報管理士、医療情報技師

人文科学 389,598 15.4

文 学 文学、国文学、外国語学、児童文学 147,168 5.8 司書、学芸員

史 学 史学、地理学、歴史学、文化財学 26,091 1.0 司書、学芸員

哲 学 哲学、宗学、心理学 43,257 1.7 司書、学芸員 臨床心理士

そ の 他 人文学、文化学、図書館学、国際学 173,082 6.8 司書、学芸員

社会科学 892,864 35.3

法 学 ・ 政 治 学 法学、公法学、政治学、行政学 168,190 6.7 司法試験、司法書士、行政書士

商 学 ・ 経 済 学 商学、経済学、経営学、会計学、金融学 489,990 19.4 公認会計士、税理士

社 会 学 社会学、社会福祉学、健康スポーツ福祉 156,501 6.2 社会福祉士、精神保健福祉士 健康運動実践指導者

そ の 他 政治経済学、法経学、経済法学 78,183 3.1

商船 6 0.0

商 船 学 航海学、機関学、運送工学 6 0.0

区　　分
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学生数(人) 構成比(%) ①業務独占資格（参入資格） ②名称独占・必置規制資格 ③検定的資格

家政 66,650 2.6

家 政 学 家政学、生活学、人間環境学 21,187 0.8 栄養士、管理栄養士

食 物 学 食物学、栄養学、食品学、栄養科学 32,551 1.3 栄養士、管理栄養士 フードスペシャリスト

被 服 学 被服学、服装学、服飾学、生活デザイン学 6,809 0.3 衣料管理士、インテリアプランナー

住 居 学 住居学、住居保健学、住環境学 1,319 0.1 建築士 インテリアプランナー

児 童 学 児童学 4,643 0.2 幼稚園教諭、小学校教諭 保育士

そ の 他 ファッション・ハウジングデザイン学 141 0.0 建築士、宅地建物取引主任者 商品装飾展示技能士 パターンメーキング技術検定 

教育 160,050 6.3

教 育 学 教育学、教育心理学、産業教育学 24,849 1.0 教員免許

小 学 校 課 程 小学校教員養成課程 9,883 0.4 教員免許

中 学 校 課 程 中学校教員養成課程 1,266 0.1 教員免許

中等教育学校課程 中等教育教員養成課程 2,724 0.1 教員免許

養 護 学 校 課 程 養護学校教員養成課程 147 0.0 教員免許

幼 稚 園 課 程 幼稚園教員養成課程 163 0.0 教員免許

体 育 学 体育学、健康学、健康教育学、武道学 29,795 1.2 教員免許

障害児 教育 課程 障害児教育教員養成課程 413 0.0 教員免許

特別支援教育課程 特別支援教育教員養成課程 910 0.0 教員免許

そ の 他 幼児教育学、児童教育学、教養学科 89,900 3.6 教員免許

芸術 72,997 2.9

美 術 絵画学、彫刻学、油絵学、美術工芸学 10,984 0.4

デ ザ イ ン 基礎デザイン学、産業美術学 16,441 0.7

音 楽 音楽、演奏学、声楽、器楽、作曲 18,811 0.7 音楽療法士 （補）

そ の 他 映画学、演劇学、写真学、舞台芸術学 26,761 1.1 照明技術者技能検定試験

その他 148,939 5.9

教 養 学 教養学、芸術学、生活学 2,636 0.1

総 合 科 学 総合科学 584 0.0

教養課程 （文科） 教養課程 3,467 0.1

教養課程 （理科） 教養課程 6,691 0.3

人 文 ・ 社 会 科 学 人文社会科学、人間社会学、人文学 21,978 0.9 保育士、社会福祉士、精神保健福祉士

国際関係学（国際関係学部） 国際関係学、国際文化学、国際学 14,238 0.6

人 間 関 係 科 学 人間基礎科学、人間健康科学、スポーツ科学 10,478 0.4 健康運動指導士、健康運動実践指導者

そ の 他 不動産学、地球環境学、メディア学 88,867 3.5 宅地建物取引主任者

※区分、学生数、構成比については文部科学省「学校基本調査」より

区　　分

◇短期大学

学生数(人) 構成比(%) ①業務独占資格（参入資格） ②名称独占・必置規制資格 ③検定的資格

155,127

工業 4,768 3.1

機 械 工 学 機械、自動車工、精密機械工学 2,860 1.8 自動車整備士 機械設計技術者

電 子 通 信 工 学 電気、電子工学、通信、情報処理工学 1,170 0.8 電気主任技術者、電気通信主任技術者 基本情報技術者

土 木 建 築 工 学 土木、建築学、建設、環境建設 131 0.1 建築士

応 用 化 学 応用化学、工業化学、化学工業 82 0.1 毒物劇物取扱責任者

そ の 他 環境工学、システムデザイン工学 525 0.3 測量士、測量士補 CAD利用技術者

農業 1,370 0.9

農 学 農業、園芸、造園、緑地環境学 1,003 0.6 造園技能士、園芸装飾技能士 樹木医補

農 芸 化 学 缶詰製造、醸造、食品化学 281 0.2 食品衛生監視員 食品衛生管理者 缶詰品質管理主任技術者

農 業 工 学 農業土木、農業機械、農業科学 1 0.0

獣 医 学 畜 産 学 畜産、酪農 85 0.1 家畜人工授精師 食品衛生責任者

保健 12,385 8.0

看 護 学 看護、厚生、衛生看護 6,272 4.0 看護師、助産師 保健師

そ の 他 放射線、栄養、理学療法学、作業療法学、言語聴覚療法 6,113 3.9 診療放射線技師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士 栄養士

人文 19,248 12.4

文 学 文、国文、英文、言語文化学 12,326 7.9 中学校教諭、司書教諭

史 学 国史、日本史学、日本文化史 237 0.2 中学校教諭、司書教諭

哲 学 仏教、宗教、神学、心理学 222 0.1 宗門教師

そ の 他 図書館、文化学 6,463 4.2 社会教育主事 図書館司書、学芸員

社会 18,518 11.9

法 学 政 治 学 法、法律 86 0.1 行政書士、司法書士、公認会計士

商 学 経 済 学 商業、経済、現代ビジネス 8,422 5.4 販売士、日商簿記検定、ファイナンシャルプランナー

社 会 学 社会、社会福祉、情報コミュニティ学 6,647 4.3 社会福祉士、訪問介護員、精神保健福祉士

そ の 他 観光、能率、キャリアデザイン 3,363 2.2 国内旅行業務取扱管理者 観光ビジネス実務士

教養 2,241 1.4

教 養 教養、国際教養、文化教養 2,241 1.4 ビジネス実務士、情報処理士

家政 31,730 20.5

家 政 学 家政、生活科学、ライフデザイン 20,794 13.4 養護教諭 介護福祉士 インテリアプランナー

食 物 学 食物、食物栄養、食生活 9,463 6.1 栄養教諭 栄養士

被 服 学 被服、服飾、ファッションデザイン学 1,473 0.9 中学校教諭 インテリアコーディネーター、衣料管理士

教育 45,946 29.6

初 等 教 育 初等教育、児童教育 5,392 3.5 幼稚園教諭、小学校教諭 保育士

幼 稚 園 教 育 保育、幼児教育、児童福祉学 37,680 24.3 幼稚園教諭 保育士

体 育 体育、保健体育、健康・スポーツ学 963 0.6 中学校教諭 健康運動実践者、公認スポーツ指導員

そ の 他 子ども 1,911 1.2 保育士、幼稚園教諭、小学校教諭

芸術 6,834 4.4

美 術 美術、造形美術、芸術 3,124 2.0 中学校教諭 カラーコーディネーター

デ ザ イ ン デザイン美術、産業デザイン学 895 0.6 中学校教諭 衣料管理士、商業施設士

音 楽 音楽、音楽教育、音楽情報 2,131 1.4 中学校教諭 音楽療法士

そ の 他 美容芸術、美容ファッションビジネス学 684 0.4 美容師 美容福祉師

その他 12,087 7.8

秘 書 秘書、情報ビジネス 1,561 1.0 秘書士、ビジネス実務士、情報処理士

そ の 他 人間文化学、国際ビジネス学、健康文化 10,526 6.8 中学校教諭 情報処理士、医療管理秘書士

区　　分

※区分、学生数、構成比については文部科学省「学校基本調査」より
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◇高等専門学校

学生数(人) 構成比(%) ①業務独占資格（参入資格） ②名称独占・必置規制資格 ③検定的資格

55,853

社会

603 1.1

全経簿記、日商簿記、

初級システムアドミニストレータ

工業

53,939 96.6

電気工事士、陸上無線技術士、

ボイラー技士
電気主任技術者、危険物取扱者

商船

1,116 2.0

海上特殊無線技士、海技士、

小型船舶操縦士免許

芸術
195 0.3

基本情報技術者、初級システムアドミニスト

レータ、ＣＧエンジニア検定

区　　分

※区分、学生数、構成比については文部科学省「学校基本調査」より

◇専門学校

学生数(人) 構成比(%) ①業務独占資格（参入資格） ②名称独占・必置規制資格 ③検定的資格

552,711

工業関係 76,420 13.8

測 量 測量、地図製図 473 0.1 測量士、測量士補

土 木 ・ 建 築 土木、建築設計、都市建設工学 8,708 1.6 建築士 土木施工管理技士、建築設備士

電 気 ・ 電 子 電子工学、電気工事、電子研究 2,112 0.4 電気工事士 電気主任技術者

無 線 ・ 通 信 電気通信、放送、テレビ工学 737 0.1 陸上特殊無線技士

自 動 車 整 備 自動車整備 18,672 3.4 自動車整備士

機 械 機械、機械工学、機械設計 829 0.1 機械製図ＣＡＤ作業技能士、危険物取扱者

電 子 計 算 機 電子計算機、コンピュータ、電算 3,986 0.7 簿記検定、ワープロ検定

情 報 処 理 情報処理技術、情報ビジネス、情報工学 26,266 4.8 情報処理技術者

そ の 他 製図、造船、金属、航空工学 14,637 2.6 航空整備士、航空運航整備士

農業関係 3,667 0.7

農 業 農業 2,091 0.4 家畜人工授精師 農業機械士

園 芸 園芸、ガーデニング、造園 625 0.1 造園技能士、造園施工管理技士

そ の 他 食肉技術、きのこ栽培、生物工学 951 0.2 食肉販売技術管理技士、バイオ技術認定試験

医療関係 192,616 34.8

看 護 看護、高等看護 89,106 16.1 看護師

准 看 護 准看護 459 0.1 准看護師

歯 科 衛 生 歯科衛生 12,882 2.3 歯科衛生士

歯 科 技 工 歯科技工 2,720 0.5 歯科技工士

臨 床 検 査 臨床検査 3,938 0.7 臨床検査技師

診 療 放 射 線 診療放射線、放射線、レントゲン 2,220 0.4 診療放射線技師

はり・きゅう・あんま はり、きゅう、鍼灸マッサージ 12,626 2.3 あんまマッサージ指圧師、はり師、きゅう師

柔 道 整 復 柔道整復、柔整 15,946 2.9 柔道整復師

理 学 ・ 作 業 療 法 理学療法、作業療法、リハビリテーション 37,013 6.7 理学療法士、作業療法士

そ の 他 医学技術、視能訓練、保健師、助産師 15,706 2.8 言語聴覚士、視能訓練士、助産師 保健師

衛生関係 66,836 12.1

栄 養 栄養、栄養調理 5,292 1.0 栄養教諭 栄養士、管理栄養士

調 理 調理、調理師 12,671 2.3 調理師 食品技術管理専門士、介護食士

理 容 理容 1,554 0.3 理容師

美 容 美容 35,512 6.4 美容師 認定エステティシャン

製 菓 ・ 製 パ ン 製菓、製菓衛生師 6,808 1.2 製菓衛生師、菓子製造技能士

そ の 他 薬学、エステ、ネイルアート 4,999 0.9 登録販売者 認定エステティシャン、ネイルスペシャリスト

教育・社会福祉関係 34,438 6.2

保 育 士 養 成 保育、保育士 9,710 1.8 保育士

教 員 養 成 幼児教育、幼稚園教諭、養護教育 3,501 0.6 幼稚園教諭

介 護 福 祉 介護福祉 12,942 2.3 介護福祉士

社 会 福 祉 社会福祉 4,314 0.8 社会福祉士、精神保健福祉士、訪問介護員

そ の 他 ボランティア 3,971 0.7 TOEIC、TOEFL

商業実務関係 55,009 10.0

商 業 商業、経済商業、商業実務 2,343 0.4 計算実務能力検定

経 理 ・ 簿 記 経理、経理会計、商業簿記 11,016 2.0 公認会計士、税理士 簿記能力検定

秘 書 秘書、秘書養成、英語秘書 1,889 0.3 秘書技能検定

経 営 経営学、観光経営、経営技術 2,416 0.4 通関士 中小企業診断士 経営学検定、日商販売士検定

旅 行 観光、ホテル、フライトアテンダント 10,736 1.9 旅行業務取扱管理者、レストランサービス技能検定

情 報 ＩＴビジネス、情報ビジネス 6,023 1.1 ＭＣＰ（マイクロソフト認定技術者）、初級システムアドミニストレータ

ビ ジ ネ ス 医療事務、福祉ビジネス 10,264 1.9 ビジネス能力検定、医療事務検定、医療秘書技能検定

そ の 他 速記、珠算、編集広報 10,322 1.9 速記技能検定

区　　分
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学生数(人) 構成比(%) ①業務独占資格（参入資格） ②名称独占・必置規制資格 ③検定的資格

服飾・家政関係 18,910 3.4

家 政 家政 131 0.0 訪問介護員 和裁・洋裁技術検定

家 庭 家庭、生活技術、家庭経営 12 0.0

和 洋 裁 和裁、洋裁、服飾、デザイン 14,718 2.7 和裁技能士 和裁技術検定、洋裁技術検定

料 理 料理、調理、家庭料理 1,581 0.3 調理師 家庭料理技能検定

編 物 ・ 手 芸 編物、手芸、帽子、刺しゅう 280 0.1 編物技能検定

ファッションビジネス アパレルビジネス、ファッションビジネス 1,865 0.3 ファッショ ンビジネス能力検定、ファッショ ン販売能力検定

そ の 他 お花、お茶、製図、色彩 323 0.1 フラワー装飾技能士 フラワーデザイナー検定、CAD利用技術者

文化・教養関係 104,815 19.0

音 楽 音楽、ピアノ、バレエ、音響芸術 13,041 2.4 舞台機構調整技能士 音響技術者能力検定

美 術 造形美術、建築、リビングアート 2,851 0.5 インテリアコーディネーター、インテリアプランナー

デ ザ イ ン デザイン、グラフィックデザイン、環境デザイン 22,995 4.2 インテリアデザイナー、ショ ップデザイナー、色彩士検定

茶 華 道 茶道、華道 88 0.0 表千家・裏千家許状、いけばな嵯峨御流資格

外 国 語 英語、実務英語、英会話 4,987 0.9 TOEIC、TOEFL、実用英語技能検定

演 劇 ・ 映 画 演劇、映画、放送芸術 6,762 1.2 映像音響処理技術者

写 真 写真、写真芸術 1,281 0.2 写真技能士

通 訳 ・ ガ イ ド 国際ガイド、フライトアテンダント、秘書 2,678 0.5 通訳案内士 通訳技能検定

動 物 動物看護、トリマー 10,131 1.8 動物看護士、愛玩動物飼養管理士、トリマー

法 律 行 政 公務員、法律行政 11,136 2.0 司法試験、国家公務員、地方公務員

ス ポ ー ツ スポーツ、アスレチックトレーナー 7,507 1.4 健康運動実践指導者、アスレチックトレーナー

そ の 他 ファッション、造園、人形、外国文化 21,358 3.9 園芸装飾技能士

※区分、学生数、構成比については文部科学省「学校基本調査」より

区　　分

１）看護系①

准看護師

国家試験受験資格
の取得要件

（外国の養成校を
卒業した場合、外
国で相当免許を受
けた場合等を除く）

○文部科学大臣の指定した学校において２年の看護
に関する学科を修めた者

○都道府県知事の指定した准看護師養成所を卒業し
た者

○看護師国家試験の受験資格を有する者

養成施設の種類

（３年課程）*高校・専攻科一貫教育校（５年課程）含む
大学
短大
専修学校
高校・専攻科一貫教育校
各種学校
その他の養成施設

（２年課程）
短大
専修学校
高校専攻科
各種学校
その他の養成施設

専修学校
高校
各種学校
その他の養成施設

養成施設数

3年課程の養成施設合計：776施設 ２年課程の養成施設合計：249施設 ２年課程の養成施設合計：274施設

養成施設ごとの就
業者数等

平成20年度に3年課程を卒業・就業した看護師総数：
30,086人

平成20年度に2年課程を卒業・就業した看護師総数：
11,319人

平成20年度に卒業・就業した准看護師総数：
6,522人

○文部科学大臣の指定した学校において３年以上看護師になるのに必要な学科を修めた者

○厚生労働大臣の指定した看護師養成所を卒業した者

○免許を得た後３年以上業務に従事している准看護師又は高等学校若しくは中等教育学校を卒業している准看護
師であって、上記の学校又は養成所において２年以上修業した者

看護師

大学, 168

短大, 37

専修学校, 497

各種学校, 1
その他, 4

高校・専攻科一
貫, 69

専修学校, 211

高校専攻科, 13

各種学校, 18

その他, 3

短大, 4

専修学校, 9481

高校専攻科, 342

各種学校, 746

その他, 423

短大, 327
大学, 7623

短大, 1565

専修学校, 18234

高校・専攻科一貫,
2423

各種学校, 24 その他, 217

専修学校, 128

高校, 24

各種学校, 112

その他, 10

専修学校,
3840

高校, 121

各種学校,
2343

その他, 218

主な資格の取得要件、学校種別養成施設数等
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１）看護系②

保健師 助産師

国家試験受験資格
の取得要件

（外国の養成校を卒
業した場合、外国で
相当免許を受けた
場合等を除く）

○文部科学大臣の指定した学校において六月以上保健
師になるのに必要な学科を修めた者

○厚生労働大臣の指定した保健師養成所を卒業した者

※保健師免許を受けるには、保健師国家試験と看護師国
家試験の双方に合格することが必要。

○文部科学大臣の指定した学校において六月以上助産
に関する学科を修めた者

○厚生労働大臣の指定した助産師養成所を卒業した者

※助産師免許を受けるには、助産師国家試験と看護師
国家試験の双方に合格することが必要。

養成施設の種類
大学
短大
専修学校

大学院
大学
短大
専修学校
各種学校

養成施設数

合計：205施設 合計：159施設

養成施設ごとの就
業者数等

平成20年度に卒業・就業した保健師総数：1,155人 平成20年度に卒業・就業した助産師総数：1,454人

大学, 167

短大, 11

専修学校, 27 大学院, 5

大学, 107

短大, 10

専修学校, 32

各種学校, 5

大学, 770

短大, 194

専修学校, 191

大学院, 42

大学, 608

短大, 158

専修学校, 554

各種学校, 92

２）リハビリ医療系

理学療法士 作業療法士

国家試験受験資格
の取得要件

（外国の養成校を
卒業した場合、外
国で相当免許を受
けた場合等を除く）

○大学の入学資格を有する者であって、文部科学大臣が指定した学校又は厚生労
働大臣が指定した理学療法士養成施設において、三年以上理学療法士として必要な
知識及び技能を修得したもの

○作業療法士等で、文部科学大臣が指定した学校又は厚生労働大臣が指定した理
学療法士養成施設において、二年以上理学療法に関する知識及び技能を修得したも
の

○大学の入学資格を有する者であって、文部科学大臣が指定した学校又は厚生労
働大臣が指定した作業療法士養成施設において、三年以上作業療法士として必要な
知識及び技能を修得したもの
 
○理学療法士等で、文部科学大臣が指定した学校又は厚生労働大臣が指定した作
業療法士養成施設において、二年以上作業療法に関する知識及び技能を修得したも
の

養成施設の種類

大学
短大
専修学校
その他の養成施設

大学
短大
専修学校
その他の養成施設

養成施設数

合計：239施設 合計：186施設

養成施設ごとの資
格取得者数

平成20年の合格者総数：8,291人 平成20年の合格者総数：5,405人

専修学校,
160

大学,71

短大,4

その他,4

大学, 1724

短大, 30

専修学校,

6483

その他, 54

大学, 1354

短大, 32

専修学校,

3976

その他, 43

大学, 57

短大, 2

その他, 1

専修学校,
126
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３）福祉系

介護福祉士 社会福祉士 精神保健福祉士

養成施設の種類

大学
短大
専修学校
高校専攻科
高校本科

大学
短大
専修学校
その他の養成施設

大学
短大
専修学校
その他の養成施設

養成施設数

合計：434施設

養成施設ごとの
資格取得者数等

平成20年度の入学者総数：11,638人 平成２０年の合格者総数：13,436人 平成２０年度の合格者総数：4,434人

○大学の入学資格を有する者であつて、介護福祉士養成
施設において二年以上介護福祉士として必要な知識及び
技能を修得したもの

○大学において厚生労働大臣の指定する社会福祉に関す
る科目を修めて卒業した者その他その者に準ずる者であつ
て、介護福祉士養成施設において一年以上介護福祉士とし
て必要な知識及び技能を修得したもの

○大学の入学資格を有する者であつて、保育士養成施設
又は社会福祉士養成施設等を卒業した後、介護福祉士養
成施設において一年以上介護福祉士として必要な知識及
び技能を修得したもの

○三年以上介護等の業務に従事し、介護福祉士試験に合
格した者

○高等学校等において厚労省令に定める所定の科目及び
単位数を修めて卒業し、介護福祉士試験に合格した者

※平成２４年４月からは、全ての者について介護福祉士試
験の合格が必要となる。

（社会福祉士国家試験受験資格の取得要件）
【指定科目の履修】○大学（短期大学を除く。以下同じ。）において厚生労働大臣の指定す
る社会福祉に関する科目（指定科目）を修めて卒業した者その他その者に準ずる者
○短期大学（修業年限が三年であるもの）において指定科目を修めて卒業した者等であつ
て、指定施設において一年以上相談援助の業務に従事したもの
○短期大学において指定科目を修めて卒業した者等であつて、指定施設において二年以上
相談援助の業務に従事したもの

【短期養成施設】○大学において厚生労働大臣の指定する社会福祉に関する基礎科目を
修めて卒業した者等であつて、社会福祉士短期養成施設等において六月以上社会福祉士と
して必要な知識及び技能を修得したもの
○短期大学（修業年限が三年であるもの）において基礎科目を修めて卒業した者等であつ
て、指定施設において一年以上相談援助の業務に従事した後、社会福祉士短期養成施設等
において六月以上社会福祉士として必要な知識及び技能を修得したもの
○短期大学において基礎科目を修めて卒業した者等であつて、指定施設において二年以上
相談援助の業務に従事した後、社会福祉士短期養成施設等において六月以上社会福祉士
として必要な知識及び技能を修得したもの
○児童福祉司、身体障害者福祉司、福祉事務所の査察指導員、知的障害者福祉司並びに
社会福祉主事であつた期間が四年以上ある者

【一般養成施設】○大学を卒業した者等であつて、社会福祉士一般養成施設等において一
年以上社会福祉士として必要な知識及び技能を修得したもの
○短期大学（修業年限が三年であるもの）を卒業した者等であつて、指定施設において一年
以上相談援助の業務に従事した後、社会福祉士一般養成施設等において一年以上社会福
祉士として必要な知識及び技能を修得したもの
○短期大学又は高等専門学校を卒業した者等であつて、指定施設において二年以上相談援
助の業務に従事した後、社会福祉士一般養成施設等において一年以上社会福祉士として必
要な知識及び技能を修得したもの
○指定施設において四年以上相談援助の業務に従事した後、社会福祉士一般養成施設等
において一年以上社会福祉士として必要な知識及び技能を修得した者

（精神保健福祉士国家試験受験資格の取得要件）
【指定科目の履修】○大学（短期大学を除く。以下同じ。）において厚生労働大臣の指定する精神障害者の保健
及び福祉に関する科目（指定科目）を修めて卒業した者その他その者に準ずる者
○短期大学（修業年限が三年であるもの）において指定科目を修めて卒業した者等であつて、指定施設において
一年以上相談援助の業務に従事したもの
○短期大学において指定科目を修めて卒業した者等であつて、指定施設において二年以上相談援助の業務に従
事したもの

【短期養成施設】○大学において厚生労働大臣の指定する精神障害者の保健及び福祉に関する基礎科目を修
めて卒業した者等であつて、精神保健福祉士短期養成施設等において六月以上精神保健福祉士として必要な知
識及び技能を修得したもの
○短期大学（修業年限が三年であるもの）において基礎科目を修めて卒業した者等であつて、指定施設において
一年以上相談援助の業務に従事した後、精神保健福祉士短期養成施設等において六月以上精神保健福祉士と
して必要な知識及び技能を修得したもの
○短期大学において基礎科目を修めて卒業した者等であつて、指定施設において二年以上相談援助の業務に従
事した後、精神保健福祉士短期養成施設等において六月以上精神保健福祉士として必要な知識及び技能を修得
したもの
○社会福祉士であって、精神保健福祉士短期養成施設等において六月以上精神保健福祉士として必要な知識及
び技能を修得した者

【長期養成施設】○大学を卒業した者等であつて、精神保健福祉士一般養成施設等において一年以上精神保健
福祉士として必要な知識及び技能を修得したもの
○短期大学（修業年限が三年であるもの）を卒業した者等であつて、指定施設において一年以上相談援助の業務
に従事した後、精神保健福祉士一般養成施設等において一年以上精神保健福祉士として必要な知識及び技能を
修得したもの
○短期大学又は高等専門学校を卒業した者等であつて、指定施設において二年以上相談援助の業務に従事した
後、精神保健福祉士一般養成施設等において一年以上精神保健福祉士として必要な知識及び技能を修得したも
の
○指定施設において四年以上相談援助の業務に従事した後、精神保健福祉士一般養成施設等において一年以
上精神保健福祉士として必要な知識及び技能を修得した者

資格の取得要件

大学, 63

専修学校, 271

短大, 97

高校専攻科, 3

大学, 209

短大, 33

専修学校,
106

（※文部科学省調査による）

大学, 8672

 大学院, 215

短大, 206

専修学校, 3055

その他, 1216

大学, 101

短大, 4

専修学校, 42

大学, 1648

専修学校,

7117

短大, 2852

高校専攻科,

21

大学, 1

専修学校, 36

大学, 1

専修学校, 21

その他, 1一般養成施設：
３７施設

短期養成施設：
２３施設大学, 1

その他, 6

専修学校, 42

短大, 1

一般養成施設：
５０施設

短期養成施設：
２専門学校

指定科目を置く大学等：147校

 その他, 38

 大学, 1976
 専修学校,
2418

短大, 2

（※行政職72人を含む）

指定科目を置く大学等：348校

課程修了により資格取得（試験なし）

（高校本科除く）

（高校本科除く）

平成20年度
介護福祉士試験における
福祉系高校（専攻科含む）
からの合格者数：
4,778人

４）教育系、家政系

保育士 幼稚園教諭　二種 管理栄養士 栄養士

資格の取得要
件

○厚生労働大臣の指定する保育士養成施設を卒業
した者
 
○保育士試験に合格した者
（保育士試験の受験資格は、原則として次のいずれ
かに該当すること。①短大卒業又は同等以上、②高
校卒業後に児童福祉施設での実務経験２年以上、③
中学卒業後に児童福祉施設での実務経験５年以上）
（なお、幼稚園教諭免許保持者については筆記試験
２科目と実技試験が免除）

○短期大学士の学位を有し、大学又は指定教員養成
機関において所定の単位を修得した者

○指定教員養成機関を卒業し、又は短期大学士と同
等以上の資格を有すると文部科学大臣が認めた場合
であって、大学又は指定教員養成機関において所定
の単位を修得した者

○３年以上の実務経験等の条件を満たした保育士
で、幼稚園教諭資格認定試験に合格した者

（管理栄養士国家試験受験資格の取得要件）
栄養士であって以下のいずれかに該当するもの

○修業年限が四年である養成施設であつて、学校
（専修学校及び各種学校を含む）であるものにあつて
は文部科学大臣及び厚生労働大臣が、学校以外の
ものにあつては厚生労働大臣が指定した管理栄養士
養成施設を卒業した者

○修業年限が二年、三年又は四年である養成施設を
卒業して栄養士の免許を受けた後厚生労働省令で定
める施設において三年、二年又は一年以上（在学＋
実務が五年以上）栄養の指導に従事した者

○厚生労働大臣の指定した養成施設において二年
以上栄養士として必要な知識及び技能を修得した者

養成施設の種
類

大学
短大
専修学校
その他養成施設

大学
短大
専修学校

大学
専修学校

大学
短大
専修学校

養成施設数

合計：544施設 合計：445施設 合計：118施設 合計：177施設

養成施設ごとの
資格取得者数
等

平成19年度の資格取得者総数：41,613人 平成19年３月卒の資格取得者総数：35,547人 平成20年の資格取得者総数：6,968人 平成20年度の入学定員：13,960人

大学, 5956

短大, 30238

専修学校等,

5419

大学, 171

専修学校等,

107

短大, 266

（参考）平成１９年度の保育士試験合格者数：7,750人

大学, 112

専修学校, 6
大学, 19

専修学校, 33

短大, 125

大学(1種･2

種), 180

専修学校, 37

短大,228

大学, 506
専修学校,

3808

短大, 31233
大学, 5700

短大, 728

専修学校,

540
大学, 1165

専修学校, 3310

短大, 9485
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５）理美容・調理

理容師 美容師 調理師

資格の取得要
件

（理容師国家試験受験資格の取得要件）
○高校を卒業した者等であつて、理容師養成施設において２
年以上（通信課程の場合は３年以上）理容師になるのに必要
な知識及び技能を修得したもの

（美容師国家試験受験資格の取得要件）
○高校を卒業した者等であって、美容師養成施設において２
年以上（通信課程の場合は３年以上）美容師になるのに必
要な知識及び技能を修得したもの

○厚生労働大臣の指定する調理師養成施設において、１年
以上、調理、栄養及び衛生に関して調理師たるに必要な知
識及び技能を修得したもの

○中学校を卒業した者等であって、多数人に対して飲食物を
調理して供与する施設又は営業で厚生労働省令の定めるも
のにおいて２年以上調理の業務に従事した後、調理師試験
に合格したもの

養成施設の種
類

大学
専修学校
高校別科
その他の養成施設

大学
短大
専修学校
高校別科
その他の養成施設

短大
専修学校
高校
その他養成施設

養成施設数

合計：130施設 合計：264施設 合計：271施設

養成施設ごとの
資格取得者数
等

平成20年の資格取得者総数：997人 平成20年の資格取得者総数：5,384人 平成20年の入学定員：30,957人

大学, 1

専修学校,

223

高校別科, 1

その他, 34 短大, 5

専修学校,

22384

その他, 879

大学, 0

高校別科, 43
短大, 376

大学, 1

専修学校, 83
高校別科, 1

その他, 45

大学, 0

専修学校,

1628

高校別科, 31

その他, 200

短大, 14

専修学校, 150

高校, 102

その他, 5

専修学校, 24,459

高校, 5,608

短大, 605その他, 285

６）工業系

自動車整備士（1級） 自動車整備士（2級） 自動車整備士（3級）

技能検定の受験資
格の取得要件

○２級の技能検定に合格した者であつて、１種養成施
設の１級の課程を修了したもの　等

（養成施設の課程を修了した者等については、学科試
験又は実技試験の全部又は一部が免除）

○１種養成施設の２級の課程を修了した者

○自動車に関する学科を有する大学であつて国土交通
大臣が定めるものにおいて当該学科の２級の課程を修
めて卒業した者　等

（養成施設の課程を修了した者等については、学科試験
又は実技試験の全部又は一部が免除）

○１種養成施設の３級の課程を修了した者　等

（養成施設の課程を修了した者等については、
学科試験又は実技試験の全部又は一部が免
除）

養成施設の種類
大学
専修学校

大学
専修学校
高校
職能開発校
その他の養成施設

専修学校
高校
職能開発校
その他の養成施設

養成施設数

合計：49施設（1種養成施設） 合計：193施設（1種養成施設及び国土交通大臣が定め
る学科を有する大学等）

合計：63施設（1種養成施設）

養成施設ごとの受
験資格取得者数

平成19年度の受験資格取得者総数：475人 平成19年度の受験資格取得者総数：13,798人 平成19年度の受験資格取得者総数：3,225人

大学, 10

短大, 8

専修学校, 84

高校, 6

職能開発校, 84

専修学校，

439

大学，36

大学, 6

専修学校, 43

大学, 406
短大, 1649

専修学校, 10209

高校, 138

職能開発校, 1396

専門学校, 10

高校, 42

その他, 2

職能開発校,
9

高校, 2782

専門学校,
152

職能開発校,
281

その他, 10
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大学におけるキャリア教育の取組状況

（出典）ジョブカフェサポートセンター キャリア形成支援/就職支援についての調査結果報告書（経済産業省事業）

キャリア教育の取組開始時と比べ、学内教職員の理解度、協力度が進んだという回答が６５％
を占めているが、「ほとんど変わらない」という回答も３０％あり、学内での理解、協力を得
るために困難を抱える大学も相当数存在

キャリア教育の取組開始時と比べ、学内教職員の理解度、協力度が進んだという回答が６５％
を占めているが、「ほとんど変わらない」という回答も３０％あり、学内での理解、協力を得
るために困難を抱える大学も相当数存在

無回答

4%

やや後退した, 1%

かなり後退した, 0%

まあまあ進んだ

57%

とても進んだ

8%

ほとんど変わらない,

30%

Q.取組開始時に比べキャリア形成
支援の現状に変化はありましたか。
【学内教職員の理解度、協力度】

19.2
15.4

32.1

11.8
15.6 15.0

19.3
13.3

17.4

8.9

18.5 20.3

24.9

20.7

25.8

22.9

27.8

19.1

31.9

26.1
21.4

20.2

22.6
24.5

27.7

34.8

23.2

33.5

28.7

33.4

15.9

25.7
32.2

27.4

30.9
27.6

21.5

14.6

12.9

12.6

11.0
8.7 12.6

16.7

20.0

16.3 14.3

7.7
4.3

18.9
15.3

21.4
24.2 22.2

12.3

23.4

11.7 13.2

14.4

13.8

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体 人文科学 社会科学 理学 工学 農学 保健 家政 教育 芸術 その他 不明

実験・実習

演習・ゼミ

講義（50人未満）

講義（50人以上
100人未満）

講義（100人以上）

資料：東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策研究センター
「全国大学生調査」（2007年）のデータをもとに文部科学省において作成

【調査概要】
調査期間：平成19年1月～7月
調査対象：127大学288学部 回答数 48，233人（うち４年以上は24.1%）

大学生が受けた授業の形態別割合（4年以上）
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1718
(86.7%)

1264
(86.4%)

133
(83.1%)

321
(89.7%)

計私立公立国立

(学部数)○実施状況

151
(7.6%)

105
(7.2%)

11
(6.9%)

35
(9.8%)

その他

1288
(65.0%)

955
(65.3%)

97
(60.6%)

236
(65.9%)

企業関係者、ＯＢ、ＯＧなどの講演等の実施

960
(48.5%)

783
(53.5%)

78
(48.8%)

99
(27.7%)

資格取得・就職対策等を目的とした対策講座（単位認
定を行っていないもの）の開設

671
(33.9%)

529
(36.2%)

43
(26.9%)

99
(27.7%)

資格取得・就職対策等を目的とした正課の授業科目の
開設

1172
(59.2%)

869
(59.4%)

58
(36.3%)

245
(68.4%)

今後の将来設計、大学生活の在り方、勤労観・職業観
の育成を目的とした授業科目の開設

1059
(53.5%)

785
(53.7%)

61
(38.1%)

213
(59.5%)

インターンシップを取り入れた授業科目の開設

計私立公立国立

(学部数)○具体的な取組内容

資料：文部科学省調べ

大学（学部）における職業意識・能力の形成を目的とした
教育の実施状況（平成１９年度）

大学（学部）の約８７％で、職業意識・能力の形成を目的とした教育（企業関係者等による講演
の実施や職業観の育成等を目的とした授業科目の開設など）を実施

大学（学部）の約８７％で、職業意識・能力の形成を目的とした教育（企業関係者等による講演
の実施や職業観の育成等を目的とした授業科目の開設など）を実施

資料：文部科学省調べ

346
(88.7%)

326
(89.1%)

20
(83.3%)

計私立公立

(学校数)○実施状況

15
(3.8%)

13
(3.6%)

2
(8.3%)

その他

250
(64.1%)

234
(63.9%)

16
(66.7%)

企業関係者、ＯＢ、ＯＧなどの講演等の実施

225
(57.7%)

214
(58.5%)

11
(45.8%)

資格取得・就職対策等を目的とした対策講座（単位認
定を行っていないもの）の開設

201
(51.5%)

195
(53.3%)

6
(25.0%)

資格取得・就職対策等を目的とした正課の授業科目の
開設

168
(43.1%)

158
(43.2%)

10
(41.7%)

今後の将来設計、大学生活の在り方、勤労観・職業観
の育成を目的とした授業科目の開設

168
(43.1%)

164
(44.8%)

4
(16.7%)

インターンシップを取り入れた授業科目の開設

計私立公立

(学校数)○具体的な取組内容

短期大学における職業意識・能力の形成を目的とした
教育の実施状況（平成１９年度）

短期大学の約８９％で職業意識・能力の形成を目的とした教育（企業関係者等による講演の実施
や資格取得・就職対策等を目的とした対策講座の開設など）を実施

短期大学の約８９％で職業意識・能力の形成を目的とした教育（企業関係者等による講演の実施
や資格取得・就職対策等を目的とした対策講座の開設など）を実施
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60.5% 64.4% 68.0% 70.0% 73.0%

12.4% 9.5%
7.3% 6.6% 5.9%

21.8% 20.2% 16.9%
18.4%25.5%

6.4%

2.7%

4.5%4.4%

1.6%

0%
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80%

90%

100%

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

51.6% 54.9%
61.5% 61.8% 64.7%

8.6% 6.3%
4.7% 7.3% 5.4%

32.2% 26.9% 22.3%
25.6%

37.4%

2.4%

6.6% 6.9% 4.3%
8.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

45.9% 44.3% 42.9%

56.5%

39.3%

6.6%
3.3% 4.8%

3.2%

4.9%

49.2% 49.2%
37.1%

52.5%
45.9%

1.6%

3.3% 3.2% 3.3%3.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

○大学

○短期大学

○高等専門学校

開設している

無回答

開設する予定はない

今後開設を予定している

大学等における職業意識の形成に関わる授業科目の
開設状況に関する学校数の割合

資料：学生の就職・採用活動に関する調査（就職問題懇談会）

－ものづくり技術力の継承・発展とイノベーションの創出を目指して－
中央教育審議会答申の概要

高等専門学校教育の充実について

１．高等専門学校教育の現状と社会経済環境の変化
○高等専門学校は，中学校卒業後からの5年一貫の本科とそれに続く2年間の専攻科での実践的専門教育により，実践的・創造
的な技術者を養成
○卒業生の高い就職率・求人倍率に見られるように，社会から高く評価
○社会経済環境の変化：高等教育のユニバーサル化，技術の高度化，15歳人口の減少，理科への関心の薄れ，進学率の上昇，
地域連携強化の必要性の高まり，行財政改革の進展

２．高等専門学校教育の充実の方向性
【基本的考え方】
○それぞれの高等専門学校が自主的・自律的改革に不断に取組み，社会経済環境の変化に積極的に対応
○中堅技術者の養成から，幅広い場で活躍する多様な実践的・創造的技術者の養成へ
○多様な高等教育機関のうちの一つとして本科・専攻科の位置付けを明確に
○産業界や地域社会との連携を強化し，ものづくり技術力の継承･発展を担いイノベーション創出に貢献する技術者等の輩出へ

【具体的方策】
①教育内容・方法等の充実
・地域の産業界等との幅広い連携の促進，「共同教育」の充実
・一般教育の充実
・技術科学大学との連携の強化
・自学自習による教育効果も考慮した単位計算方法の活用
・退職技術者を含む企業人材等の活用

②入学者の確保及び多様な学生への支援
③大学への編入学者増加への対応
④教育基盤の強化
・教員等の確保，ＦＤの実施等，施設･設備の更新･高度化，
事務部門強化，財政支援の充実

⑤教育研究組織の充実
・科学技術の高度化等に対応した学科の在り方の見直し
・工業･商船以外の新分野への展開
・地域のニーズを踏まえた専攻科の整備・充実等
・地域と連携しつつ国立高等専門学校の再編・整備について検討

⑥高等専門学校の新たな展開
・公立の専門高校や大学校等を基に新たな公立高等専門学校を設置する可
能性を含め，潜在的需要を発掘し，需要がある場合には支援方策等につい
て検討

⑦社会との関わりの強化
・留学生受入れ，教員の海外派遣，海外技術協力など国際的な展開の推進
・広報活動強化による認知度向上，共同研究の推進，公開講座等の展開
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【調査名】『高等専門学校のあり方に関する調査』（平成18年３月独立行政法人国立高等専門学校機構）
【調査実施】みずほ情報総研株式会社 戦略コンサルティング部
【調査概要】
１）企業人事担当者アンケート調査（郵送調査）

概要：高専採用状況、高専卒業生評価、高専教育プログラムへの要望等について調査を実施。
回答数：3,232件（回答率22.1%）

２）高専卒業生アンケート調査（ネットサーベイ）
概要：高専卒業生の勤務状況、高専教育プログラムの有効性、今後の要望等について調査を実施。
回答数：556件

Q13.高専卒業生の資質･能力に対する評価
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期待

◎「高専卒業生＝専門知識がある」という評価

高等専門学校卒業生の資質・能力に対する評価

（企業アンケートから）

期待、評価ともに専門知識がもっとも高く､企業の求
めに応じた専門性のある人材を供給できていると言える
｡
責任感についても､評価､期待ともに高い。コンピュー

タ活用能力や誠実さ、論理的思考力は､期待以上の評価
を得ていると見ることができる｡
逆に､コミュニケーション力は期待に比べて評価がか

なり低いと言わねばならない｡
企業規模別では、中小・中堅企業は、高専卒業生に「

専門知識」を期待しているが、大企業では「コミュニケ
ーション力」を最も期待している。

（卒業生アンケートから）
回答者全体では、「理系一般科目」および「専門科目

の講義」「専門科目の実験」に関する評価が高い。「大
変役立っている」「やや役立っている」を合わせた肯定
的な意見は、「理系一般科目」が69.7%、「専門科目の実
験」が64.9%、「専門科目の講義」が61.0%となっている。
また、「一般教養・知識」も55.8%、「論理的思考」も54.3%と
高く評価されている。
一方、卒業生からの評価が最も低かったのが、「語学力（英
語）」であり、肯定的な意見20.7%なのに対して、否定的な意
見（「全く役立っていない」と「あまり役立っていない」の合計）
が48.5%と、肯定的意見を上回っている。
それ以外にも、「対人交渉力」「プレゼンテーション能力」と
いったヒューマンスキルの育成に関する項目で評価も低い。

資料：中央教育審議会 「高等専門学校教育の充実について（答申）」 (平成20年12月24日)

高等専門学校卒業生について、企業は、専門知識や誠実さ、コンピュータ活用能力などについて
高い評価の一方、コミュニケーション能力については期待と比べて低い評価

高等専門学校卒業生について、企業は、専門知識や誠実さ、コンピュータ活用能力などについて
高い評価の一方、コミュニケーション能力については期待と比べて低い評価

専門学校卒業生に対する評価

資料：株式会社 インテージ 「専門学校教育の評価に関する現状調査報告書」 (平成20年3月)

専門学校卒業生の職業能力については、「情報・コミュニケーション能力」、「理解力・適応
力」等で大学卒業生との評価差が大きいほか、「仕事に対する誠実さ、堅実さ、責任感」、
「担当業務に関する専門的な知識・技能」「チームで働く力」等が採用時に重視される傾向

専門学校卒業生の職業能力については、「情報・コミュニケーション能力」、「理解力・適応
力」等で大学卒業生との評価差が大きいほか、「仕事に対する誠実さ、堅実さ、責任感」、
「担当業務に関する専門的な知識・技能」「チームで働く力」等が採用時に重視される傾向

（高）

「大卒」と「専門学校卒」の能力評価の差 （大）

能力の長期的な伸長
の可能性

生涯にわたるキャリ
ア開発意欲、ビジョン

仕事に対する誠実
さ、堅実さ、責任感

達成意欲・チャレンジ
精神

協調性・バランス感
覚

行動力・実行力

表現力・伝達力
企画力・創造力

理解力・適応力

積極性・外向性

チームで働く力

考え抜く力前に踏み出す力

情報・コミュニケー
ション能力

ビジネスマナー・礼儀

職業意識・勤労観 基礎学力・教養・一
般常識

仕事の仕方を改善す
る能力

人を指導する能力・
リーダーシップを取る

能力

対立意見や物事をま
とめていく調整能力

担当業務に関する専
門的な知識技能

定型業務の処理能
力

採
用
時
の
重
視
度
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資料：文部科学省「専門学校教育の評価に関する現状調査」（平成20年３月）

専門性への評価と期待

○専門学校卒はその専門性に配慮した

活用が行われている

 専門が必要な職場や業務に配
 属する

 専門が生かせる職場や業務に
 配属する

 専門に関係なく配属する

無回答

32.6

46.9

17.5

2.9

n=

2,901

(%)

0

10

20

30

40

50

60

70

(%)

よ
り
実
践
的
な
専
門
性
を
習
得
し

て
き
て
ほ
し
い

専
門
性
を
基
礎
に
付
加
的
能
力
も

習
得
し
て
き
て
ほ
し
い

よ
り
高
度
な
専
門
性
を
習
得
し
て

き
て
ほ
し
い

複
数
の
専
門
性
を
習
得
し
て
き
て

ほ
し
い

新
し
い
領
域
の
専
門
性
を
習
得
し

て
き
て
ほ
し
い

そ
の
他

無
回
答

64.7

32.6
29.2

10.9 10.0
5.4 6.3

 

N=2,901 ○今後期待するのは「より実践的な専門

性」の習得

○専門学校教育への
要望（ヒアリングより）

企業は専門学校卒の専門的職
業能力や即戦力性、“職人気
質”といったものに魅力は感じ
つつも、今後の専門学校教育
には、より基礎力の強化を求め
る声がいくつも寄せられている。
「問題解決のような能力が採用
時から身についているといい」
「基礎力をしっかりつけて応用
力を発揮できるように」「より広
い基礎的な教養を身につけて
伸びしろを長くしてほしい」など。

採用理由（採用時） 育成方針（採用後）

0

10

20

30

40

50

60
(%)

専
門
の
職
業
教
育
を
受
け
て
い
る

か
ら

仕
事
に
必
要
な
資
格
を
持
っ
て
い

る
か
ら

即
戦
力
と
し
て
活
用
で
き
る
か
ら

新
し
い
分
野
の
専
門
的
な
知
識
・

技
能
を
身
に
付
け
て
い
る
か
ら

必
要
な
知
識
・
技
能
水
準
が
高
ま

り
難
し
い
仕
事
が
多
く
な
っ
た

大
卒
が
十
分
採
用
で
き
な
い
か
ら

高
校
卒
、
短
大
卒
が
十
分
採
用
で

き
な
い
か
ら

特
に
理
由
は
な
い

そ
の
他

無
回
答

57.8

42.6

26.5

13.3 12.1
8.2

5.4

14.1

4.4
1.4

 

N=2,901 

○採用理由は、「専門の職業教育を受けている」

「必要な資格を持っている」が多い

○採用後10年間の育成方針としては、 「資格や専門にこだ
わらない」も４割弱

 特定分野の専門家として育成
 ・処遇する

 資格や専門が生かせるよう育
 成・処遇する

 資格や専門にこだわらず育成
 ・処遇する

無回答

17.8

39.3

36.5

6.4

n=

2,901

(%)

専門学校教育に対する期待

専門学校卒業生の採用理由と育成方針

78

81

73.4

78.3

68.6

7.8

12.2

9.7

6.4

14.2

16.9

15.3

17.7

講義, 79.6

演習, 13.7

2.4

6.8

実験・実習等,18

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計

文系

福祉系

看護系

工学系

保育系

講義

演習

実験・実習等

資料：文部科学省調べ

（大学）

○大学等のカリキュラムに占める実験・実習や演習等の授業の割合を把握するため、 大学、短期大学、高等専門学校
のカリキュラムを分野別にサンプリングし、分析を実施
○分析に当たっては、各科目の単位数が卒業に必要な単位数に占める割合を算出

※授業の名称に「実験」、「実習」等を含むものを「実験・実習等」、「演習」を含むものを「演習」、それ以外を「講義」とした。

※選択科目については、実験・実習、演習を最大限選択した場合の単位数として割合を算出。
このため、単位数の割合は平均ではなく最大限取得可能な単位の割合

※ サンプリング数 大学12校21学科（国立２校７学科、公立１校１学科、私立９校13学科）

大学等の各分野別の講義、演習、実験・実習の割合①
（大 学）

大学のカリキュラムに占める実験・実習等の割合は看護系、保育系、福祉系、工学系の分野で高
く、約２０％弱。また、各分野とも講義が高い割合を占める

大学のカリキュラムに占める実験・実習等の割合は看護系、保育系、福祉系、工学系の分野で高
く、約２０％弱。また、各分野とも講義が高い割合を占める
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67.3

61.3

58.1

71.1

67.7

13.7

16.4

13.3

4.8

3.2

19

3.2

24.1

講義, 72.7

77.4

演習, 38.7

3.1 実験・実習等, 29.2

19.4

14

22.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計

家政系

ビジネス系

福祉系

看護系

工業系

保育系

講義

演習

実験・実習等

資料：文部科学省調べ

（短期大学）

講義, 59.8 演習, 8.4 実験・実習等, 31.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

　工学系

（高等専門学校）

※ サンプリング数 短期大学７校11学科（公立１校１学科、私立６校10学科）

※ 専門科目のカリキュラムにおける割合（一般科目は含まない）

※ サンプリング数 高等専門学校３校６学科（国立３校６学科）

大学等の各分野別の講義、演習、実験・実習の割合②
（短期大学・高等専門学校）

短期大学のカリキュラムに占める実験・実習等の割合は、工業系で最も高く約２９％。またビジ
ネス系は、演習が約３９％と高い傾向。高等専門学校の実験・実習等の割合は、約３２％

短期大学のカリキュラムに占める実験・実習等の割合は、工業系で最も高く約２９％。またビジ
ネス系は、演習が約３９％と高い傾向。高等専門学校の実験・実習等の割合は、約３２％

50.8

46.4

34.4

56.1

42.9

52.7

25.6

46.7

43.9

59.5

55.1

35.6

52.2

5.3

6.2

講義,67.6 29.6

31.3

52.4

実習,73.2

企業内実習,

12.5

11.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計

工業

農業

医療

衛生

教育・社会福祉

商業実務

服飾・家政

文化・教養

講義

実習

企業内実習

資料：文部科学省調べ

○専門課程を設置する専修学校に対し質問紙による調査を実施（約86％の専門学校から回答）
○総開設授業時数に占める各科目の授業時数の割合を算出

※ 「実習」には演習、実験、実技含む。
※ 「企業内実習」は企業や病院等において行われる実習であり、インターンシップを含む。

専門学校の各分野別の講義、実習、企業内実習の割合

専門学校のカリキュラムに占める実習の割合は、いずれの分野においても高く、約３０％を超え
る傾向

専門学校のカリキュラムに占める実習の割合は、いずれの分野においても高く、約３０％を超え
る傾向
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10.1

10.4

8.9

10.5

8.7

10.6

4.9

9.3

15.1

14.8

13.2

17.6

15.6

15.3

13

19

15.4

15.1

12.6

14

17.3

15.6

16.1

15.3

11.3

4.4

10.7

11.4

12.6

10.8

12.7

48

48.4

52.9

51.6

45

45.4

44

40.7

1年未満,
11.9

1～4年,21.2

4～7年,
18.3

11.4

7～10年,
12.9

10年以上,55.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計

工業

農業

医療

衛生

教育・社会福祉

商業実務

服飾・家政

文化・教養

1年未満

1～4年

4～7年

7～10年

10年以上

資料：文部科学省調査による

（専門課程を設置する専修学校の
約87%からの回答）

専門学校の専門分野別教員（本務及び兼務）実務経験年数割合

専門学校教員の約半数は、１０年以上の実務経験を有するなど実務知識・経験を重視する傾向専門学校教員の約半数は、１０年以上の実務経験を有するなど実務知識・経験を重視する傾向

39%

13%

39%

19%

10% 13%

25% 44%

大学

専門学校

11%

38%

4%

62%

41% 44%大学

専門学校

16% 26% 42%

69%

16%

15%8% 8%

短期大学

専門学校

10%

6%

29% 42%

72%

19%

17%6%

短期大学

専門学校

博士 修士 学士 その他

博士 修士 学士 その他

教員組織（学歴構成） 教育課程（分野別単位数）

A大学
（専門学校（３年課程）
→大学（４年課程））

B大学
（専門学校（４年課程）
→大学（４年課程））

C短期大学
（専門学校（３年課程）
→短大（３年課程））

D短期大学
（専門学校（３年課程）
→短大（３年課程））

26

14

28

27

70

60

大学

専門学校

基礎分野 専門基礎分野 専門分野

－専門学校を前身として大学を設置した場合の教員組織・教育課程の変化－

資料：文部科学省調べ

（理学療法）

26

14

28

28

70

61

大学

専門学校

（作業療法）

22 46

28

58

9217

大学

専門学校

14

14

29

32

55

58

短期大学

専門学校

13

13

21

21

65

60

短期大学

専門学校

基礎分野 専門基礎分野 専門分野

（理学療法）

（理学療法）

（看護）

22 46

29

58

10816

大学

専門学校

14

14

29

32

55

55

短期大学

専門学校

15

20

27

26

57

59

短期大学

専門学校

（作業療法）

（作業療法）

（理学療法）

【16人】*

【31人】

【13人】

【27人】

【18人】

【31人】

【13人】

【19人】

（収容定員：240→640）

（収容定員：320→400）

（収容定員：240→240）

（収容定員：360→480）

*【 】内は専任教員数

（12人）*

*（ ）内は移行した教員数

（5人）

（8人）

（12人）

[101]

[124]

[137]

[126]

[153]

[126]

[103]

[124]

[104]

[98]

[101]

[98]

[94]

[99]

[105]

[99]

大学と専門学校の教員組織・教育課程の相違

専門学校を転換させ大学の設置認可を受ける際は、博士・修士号を持つ教員の増員や、基礎分野
（教養科目）の単位数の増加が図られる傾向

専門学校を転換させ大学の設置認可を受ける際は、博士・修士号を持つ教員の増員や、基礎分野
（教養科目）の単位数の増加が図られる傾向
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54% 59%

46%
37%

4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

東京高等工業学校 浜松高等工業学校 徳島高等工業学校

盛岡高等農林学校 山口高等商業学校

（電気科電気機械分科）

56% 57%

8%

40% 35%

4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

一般科目、実業科目

機械製図
工場実習、物理学実験

85%

1 5 %

0 %

2 0 %

4 0 %

6 0 %

8 0 %

1 0 0 %

（応用化学科） （機械学科） （応用化学科） （機械工学科） （応用化学科）

（林学科） （獣医学科）

66% 67%

34% 33%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

一般科目、実業科目

病院実習、実験・実習

一般科目、実業科目

実験・実習

一般科目、実業科目

商業実習

一般科目、実業科目

製図及び実験・実習

一般科目、実業科目

機械製図 実験・実習

50% 50%

5%

27%

45%

23%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

一般科目、実業科目

設計製図

電気工学及び実験、
実習・実験

一般科目、実業科目

製図 実験・実習

（旧制実業専門学校）
明治３６年に制定された「専門学校令」により、実業
教育を施した旧制の高等教育機関。高等工業学校、
高等商業学校、高等農林学校などが分類される。
戦後の学制改革により、多くの学校は国公立の新
制大学に改編された。

・東京高等工業学校 → 東京工業大学
・浜松高等工業学校 → 静岡大学工学部
・徳島高等工業学校 → 徳島大学工学部
・盛岡高等農林学校 → 岩手大学農学部
・山口高等商業学校 → 山口大学経済学部

（明治38年9月27日） （大正12年3月6日） （大正12年1月25日）

（大正12年1月23日）
（大正11年6月23日）

一般科目、実業科目

製図
工場実習、物理学実験

旧制実業専門学校におけるカリキュラムの例

旧制実業専門学校については、カリキュラムに占める実験・実習等の割合が高い旧制実業専門学校については、カリキュラムに占める実験・実習等の割合が高い

諸外国の職業教育に関する高等教育機関

イギリス ドイツ アメリカ 中国 韓国 オーストラリア

名称 ポリテクニク 高等専門学校 コミュニティカレッジ 専科学校 職業技術学院 専門大学 専門継続教育カレッジ*1 *2

（ ） （ ） （ ） （ ）Polytechnic Fachhochchschulen Community College TAFE

【ﾉﾙﾄﾗｲﾝ･ｳﾞｪｽﾄﾌｧｰﾚﾝ州の 【カリフォルニア州の例】 （ 年 月 日公布） 「 」( 【ニューサウスウェールズ州の例】目的*3 Confidential Draft White 中华人民共和国高等教育法 1998 8 29 고등교육법 일부개정
Delivering Skills for NSW - StrategicPaper, A Plan for Polytechnics 例】 第十六条（一）California Education Code 2009.1.30 법률 제 9356
Plan for Vocational Education andand other Colleges (1966 5年 ( ) ( ) 科教育 当使学生掌握本 必 的基 理 、 )NRW, sec.66010.4, a 3 专 应 专业 备 础 论 专门 호
Training 2008-2010（原文） 月 日） ，具有从事本 工作的基本技能和初 能力17 Hochschulfreiheitsgesetz A primary mission of the California 知识 专业实际 步

Vom 31. Oktober 2006 , Community Colleges is to advance Goals 2: To Improve TrainingThe decision to develop and ( ) 제3장 제4절 전문대학
§ 3, (2): California's economic growth and Responsiveness and Relevanceexpand higher education 「 「中共中央关于教育体制改 教育部关于加快高等职业 제47조(목적)
Die Fachhochschulen global competitiveness through 1985 5 27 1. Greater engagement with industrywithin the Further Education 革的决定 教育改革促进高等职业院校」 年 月
ber e i t en dur ch education, training, and services that 2009 by the training sectorsystem necessitates a review 日 」毕业生就业的通知 전문대학은 사회 각 분야

에 관한 전문적인 지식과of the existing provision with anwendungsbezogene Lehre contribute to continuous work force 2 20改 高等教育科 比例不合 年 月 日变 类
und Studium auf berufliche improvement. TAFE NSW Institutes deliverthe object of using the 理的状况 加快 政法 高 院校要按照把教育与 ・， ， ，财经 职 이론을 교수 연구하고 재
Tätigkeiten im In- und vocational education and trainingavailable resources to the 管理等 薄弱系科和 的 社会 展 密 合起类 专业 经济 发 紧 结 능을 연마하여 국가사회의
Ausland vor, die die services to meet skill shortage and localmaximum advantage in order 发 兴 边缘 养 业紧展，扶持新 ， 学科 来，把人才培 与就 密 발전에 필요한 전문직업인
Anwendung training needs which are identifiedto build up a strong and 的成 。改 科，本科比 合起来的要求和国家长 变专 结 经济 을 양성함을 목적으로 한
wi ssenschaf t l i cher through industry profiles. Institutesdistinctive sector of higher 例不合理的状况，着重加快 社会 展及拉 内需，发 动 产业 다.
Erkenntnisse und Methoden leverage training and provide workforcee d u c a t i o n w h i c h i s 高等 科教育的 展。 ? 整的需要，根据 位专 发 结 调 岗
oder die Fähigkeit zu development services to meet enterprisecompl ementar y to t he 要求的 化，及 整相变 时调 关
künstlerischer Gestaltung needs and to meet State Plan targetsuniversities and colleges of 「 方向，通 更新， 整全国示范性高职高专院校 专业 过 调
erfordern. 2005 4 25 throughcommercial delivery.education. In particular 遴选方案 专业 术课」 年 月 及增加必要的 技 程

日 和 目，提高学生full-time and sandwich courses Sie nehmen Forschungs- ? 实训实习项
以服 宗旨，以就 的就 能力和? 性。of higher education must be und Entwicklungsaufgaben, 务为 业为导 业 应
向，走 学研 合的 展道concentrated in a substantially künstlerisch-gestalterische 产 结 发
路 “加大人才培 模式的smaller number of centres Aufgaben sowie Aufgaben ”， 养
改革力度， 持培 面向生than at present. des Wissenstransfers 坚 养

( ，建 ，管理，服 第一i nsbesonder e 产 设 务
‘ ， ，wi ssenschaf t l i che 线需要的 下得去 留得住

用得上 ， 践能力 ，具Wei t e rbi l dung, ’ 实 强
) 有良好 道德的高技能人Technologietransfer wahr. 职业

才

年 月公表の白書 ﾉﾙﾄﾗｲﾝ･ｳﾞｪｽﾄﾌｧｰﾚﾝ州高等 カリフォルニア州教育法 中華人民共和国高等教育法（ 年 月 日公布） 「高等教育法 （一部改正 『ニューサウスウェールズ州の労働力（ ” 」1966 5 APlan 1998 8 29
教育自由法（ 年 第 条( )( ) 第 条第 項 法律第 号） 向上に向けて： 年職業教育for Polytechnics and other Colleges 2006 10 66010.4 a 3 16 1 2009.1.30 9356 2008-2010

”のドラフトペーパー） 月 日制定）第 条第 カリフォルニア・コミュニティカ 専科教育は学生が専門分野に必須の基礎理論、専門知 ・訓練戦略計画』(日本語訳) 31 3 2
継続教育部門において高等教育 項： レッジの第一の使命は，継続的な労 識を理解し、専門に基づく実践的業務に従事するため 第 章 第 節 専門大学 目標 労働需要と職業訓練の関連3 4 2:

の拡充を図るという政府の決定 高等専門学校は，科学 働力の向上に向けた教育，訓練，サ の基本的技能や基礎的能力を身につけさせることを目 第 条（目的） 訓練供給主体による産業界への一47 1.
により，現状の見直しが必要と 的な知識や方法の応用， ービスを通じて，カリフォルニア州 的とする。 専門大学は，社会の各分 層の対応
なっている。その際，大学及び 又は芸術的創作のための の経済成長及び国際競争力を増進さ 野に関する専門的な知識と
教育カレッジを補完できる強力 技能が求められる，国内 せることである。 「中共中央教育体制改革の 「教育部による高等職業教 理論の教授・研究を行い， ニューサウスウェールズ州の専門継
な高等教育部門を確立するため 外の職業活動に対する準 決定に関して」 年 育改革の加速と高等職業技 才能を錬磨し，国家社会の 続教育カレッジは，需要に見合った技1985 5
に，有効な資源を最大限に生か 備を，応用関連の教育や 月 日 術学院卒業生の就職促進に 発展に必要な専門職業人を 能を有する労働力の不足や地域の産業27
すという観点が重要になる。特 学修を通して行う。 現在設置されている高等教 関する通知 年 月 養成することを目的とする ニーズを満たす事を目的として職業教」 。2009 2 20
に，高等教育のフルタイムコー 高等専門学校は，研究 育科目の不均衡な状況を改 日 育・訓練を提供する。各カレッジは，
ス及びサンドイッチコースにつ ・開発の任務，芸術的創 善し 財政経済 政治法律 高等職業技術学院は，教 企業のニーズを満たし，州の計画目標， ， ，
いては，現状よりも相当程度限 作の任務，知識移転の任 管理等の人材が少ない科目 育と経済社会発展の緊密な を達成するため，職業訓練をてこ入れ
られた機関に集中しなければな 務（特に科学的な継続教 とその専門性の発展を加速 結合や，人材育成と就職の するとともに，労働力開発を目的とす
らない。 育，科学技術の移転）を させ，新興，辺縁の学科の 緊密な結合を引き起こす要 るサービスを提供する。

負う。 成長を助けるため，本科， 求に応え，国家経済社会の
専科の比例を改善し，高等 発展及び内需の牽引，産業
専科教育の発展を加速させ 構成を調整する必要性に照
る。 らし，時に応じて職場が要
「全国模範高等専科学校選 求する人材や調整される専
定計画」 年 月 日 門性に基づいて，社会に必2005 4 25
サービスを目的とし，就業 要とされる専門技術課程と
を方向とし，産学研の つ 実習を更新，調整，増設す3
を結合させる道筋を作り， ることを通して学生の就業
人材育成のモデルとしての 能力と就職への適応性を高
改革力を増大させ，生産， める。
建設，管理，サービスの第
一線で必要とされる実践的
能力が高く，良好な職業道
徳を持つ高技能人材を養成
する。
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年教育改革法 ﾉﾙﾄﾗｲﾝ･ｳﾞｪｽﾄﾌｧｰﾚﾝ州高等 カリフォルニア州教育法 中華人民共和国高等教育法（ 年 月 日公布） 「高等教育法 （一部改正 各州教育・訓練・雇用・青少年問題担（参考） 1988 1998 8 29 」
「 」細則 の （高等教育の課程に 教育自由法（ 年 第 条( ) 第 条第 項 法律第 号） 当大臣会議 高等教育機関認可手続き6 1 2006 10 66010.4 b 16 2 2009.1.30 9356

ついて） 月 日制定） カ リ フ ォ ル ニ ア 州 立 大 学 一般大学（本科）は、学生が比較し系統立てて、学科 年， 頁。一般大学の 31 2007 2
）教員養成又はユース及びコミ 第 条第 項： （ ）は，リ や専門において必要とされる基礎理論、基礎知識と、 第 章 第 節 大学及び産 （第 部，第 項目）目的 a 3 1 California State University 3 2 1 18

ュニティーワーカー養成の課 一般大学 は ベラルアーツ及び教員養成を含む職 専門に必要な基本的技能や方法、またそれらに関連す 業大学第 款 大学 オーストラリアの高等教育機関の目(日本語訳) （ ） ，Universität 1
程， 研究，教育，学修，若手 業専門教育に関する学部教育及び修 る知識を身につけるように教育し、学生に専門の実践 第 条（目的） 標は次の項目に示されるものである。28

）大学院の課程， 研究者の育成，知識移転 士号までの大学院教育を提供する。 的業務や研究業務に従事するための基礎的能力を身に ・知識を増大し，人々の理解を増進すb
）第一学位の課程， （とりわけ科学的な継続 つけさせることを目的とする。 大学は，人格を陶冶し， ることc
）高等教育ディプロマの課程， 教育，技術移転）によっ 第 条( ) 国家と人類社会の発展に必 ・個人が生涯を通じて学習することがd 66010.4 c
）高等全国ディプロマ又は て，科学的な認識を産出 カ リ フ ォ ル ニ ア 大 学 （ 要な学術の深い理論とその できるようにすることe The

の高等全国サーティフ するとともに，科学を保 ）は，リベラ 応用方法の教授・研究を行 ・質の高い教育を提供して労働需要をBTEC University of California
ィケイト，又はマネージメン 護育成し，発展させるこ ルアーツ及び教職に関するものを含 い，国家と人類社会に貢献 満たすこと
ト・ディプロマのための課 とに資する 一般大学は めた職業専門教育に関する学部教育 することを目的とする。 ・すべての市民の生活の質を向上させ。 ，
程， 科学的な認識と方法の使 及び大学院教育を提供する。特に， るため，社会的，文化的，国際的な

）教育サーティフィケイトの課 用が必要となる国内外の 法学，医学，歯学，獣医学に関する 知識や技能，態度を地域社会に植えf
程， 職業活動に対して準備さ 教育は，州立高等教育機関の中では 付けること

）専門職試験に備える高いレベ せるものである。 同大学の専管事項である。また，同 ・民主的で，平等な，そして文明化さg
ルの課程， 大学は，特定分野におけるカリフォ れた社会に貢献すること
（試験準備であるとないとに ルニア州立大学と共同学位を授与す ・産業界や政府との共同研究を含め，h）
かかわらず）高いレベルの教 る場合を除き，州立高等教育機関に 高水準の技能，知識及び研究を通じ
育を与える課程 おける唯一の博士号授与機関であ て国家経済の向上に貢献すること

り，州立機関において第一の研究機
関である。

高等職業教○ 概要 ○ 概要 ○ 概要 ○ 概要 ○ 概要 ○ 概要 ○ 概要
・ 年代に，伝統的大学とは ・特徴： 年の各州首 カリフォルニア州の場合，次のよ 年発布の「中共中央 年発布の「中共中央 ・ 年代末に設置された 専門継続教育カレッジ( )は，育機関の概 1960 1968 1985 1985 1960 TAFE
別個の，実学重視の非大学高 相の協定により，従来 うな役割を担うものとされている。 教育体制改革の決定に関し 教育体制改革の決定に関し 専門学校を前身とする。 大学とともにオーストラリアの高等教要
等教育機関として創設され， 後期中等の職業教育学 ・主たる役割は，高校卒業以上の幅 て」において，高等専科教 て」において，職業技術学 大学進学希望者の急増を 育を担う公立の職業訓練機関。一部の
最盛期には 校近くまで増え 校に位置づけられてい 広い年齢層を対象として学部段階 育の早急な発展が促され 院の積極的発展が促され 背景に， 年に専門学 総合大学、工科大学では 部門を40 1979 TAFE
たが， 年以降すべて大学 た技師学校等が高等教 前半レベルのアカデミックな教育 た。 年の「中華人民 た。 年の「中華人民 校 校が「専門大学」 併せ持つところがあるが，一般に，大1992 1996 1996 100
に昇格し，現在は「新大学」 育機関に格上げされた と職業関連の教育を提供し，修了 共和国職業教育法」の発布 共和国職業教育法」の発布 に昇格し，以後拡大。 学はアカデミックな色彩が強いのに対
グループを形成している。 もので，応用的実務志 者に準学士号を授与すること。 によって法的位置が固めら によって法的位置が固めら ・ ～ 年制 入学資格は し， はいわばカルチャー・セン2 3 TAFE。 ，

・ポリテクニクは，実学重視の 向（質の高い技術者の ・このほか，次のような教育機会や れ， 年発布の「中華 れ， 年発布の「中華 高等学校卒業又はそれと ターレベルから大学の学士課程(一部1998 1998
専攻・教育，サンドイッチ・ 養成 。 サービスを提供。 人民共和国高等教育法」に 人民共和国高等教育法」に 同等以上の学力を有して の技術・継続教育機関のみ)まで幅広）
コースなど柔軟な履修方法， ・任務：実用型研究（特 － 学生を対象とする高校レベル よって高等専科学校は高等 よって高等職業技術学院は いる者。専門大学卒業者 いレベルとなっている。
非高等教育課程を含む幅広い に技術，経済，社会福 の補習教育，第二言語としての 教育機関の一部と確定され 高等教育機関の一部と確定 は， 年制大学への編入 ・入学資格：初等中等教育の機関は4
資格・学位の提供などを特徴 祉，農業等の分野 。 英語教育，高校修了資格取得等 た。 された。 が可能。 年間であるが，第 学年（後期） 12 10
とした。 ・初等教育から入学まで に向けた成人教育，及び高等教 ・主たる役割は，高校卒業 ・主たる役割は，高校卒業 ・専門職業人の養成を目的 中等教育段階)の修了者は へTAFE

の通算年限： 年。 育修了に向けた各種支援。 以上の年齢層に，生産，管 以上の年齢層に，総合的 とする職業教育を提供す の進学が可能。ただし，学生の年齢12
・入学資格：高等専門学 － 上記以外に，州が重要と見な 理，サービスに関して教育 職業能力やあらゆる分野 る。企業からの委託教育 層は若年者から中高年齢層まで幅広○ 経緯

・ 年，政府は，高等教育の 校入学資格（＝高専ア す分野の成人教育。 を提供し、専門的人材を育 での技術の応用ができる を行うなど，継続教育機 い。1965
新たな機関としてポリテクニ ビトゥア。一般に実科 － 職業・雇用関連の情報提供・ 成すること。 人材を育てるために，生 関としての役割も負う。 ・資格等：専門継続教育カレッジ
クを提案。 学校修了者が進学する 相談事業等のコミュニティ・サ なお，専科学校と職業技 産，管理，サービスに関 修了者には専門学士号を ( )は，全国統一的基準に則りTAFE

・ 年，白書『ポリテクニ及 上級専門学校で取得， ービスの提供。 術学院は 大学専科 年限 して教育を提供するこ 授与する。 州政府が管轄しているので各機関で1966 2， （
びその他のカレッジの計画』 職業専門学校でも取得 ～ 年）教育に含まれ，前 と。 ・卒業生の就職率は， 年 教育レベルにはほとんど差がなく，3 4
は，産業・ビジネスとリンク 可 ，大学入学資格（ア 者は師範高等専科学校のよ ・入学資格：主に，中等専 制大学を上回る（専門大 取得資格も全国共通。取得できる資） ○ 規模（ 年度の州立 年制2005 2

85.6 4 68.9 :した地域のセンターとして既 ビトゥア） うにサービス部門の教育に 門学校 技術労働者学校 ％ 年制大 ％ 格には，修了証(取得に要する期間高等教育機関に関する全米統計） ， ， ， ，
存機関を基礎にポリテクニク ・学位：高等専門学校デ ・学校数： 校 重きを置くのに対し，後者 職業中学の卒業者。 年 。 数ヵ月～ 年)から専門資格( 年半1,053 2008 1 1）

Diplom 618 2 2 3の創設を提案。 ィプ ロ ーム（ ・学生数： 万人 は土木，電気，コンピュー ・学位等：職業技術学院で ・ 高等教育法施行令」制定 ～ 年)及び上級専門資格( ～「
・ 年に 校のポリテクニク ( )， 年以下）のほ タなどの技術者の育成に重 の修業年限は ～ 年 （ 年）等に伴い呼称 年)がある。専門資格及び上級専門1969 8 FH 4 2 3 1998
が創設（イングランド及びウ か，欧州共通の学位で きを置く。 （管理系 年，工業技術 が自由化され，現在ほと 資格は，大学で取得する資格と同等2
ェールズ 。 ある学士（ 年 ・修士 学位等：専科学校の修業年 系 年 。卒業時，国家 んどの専門大学が 専門 のものとして通用するほか，大学の） ） ） 「 」3 3

・高等教育学位課程は，全国学 （ 年）を授与。ただ 限は２～３年，卒業時，国 承認の卒業証書が授与さ を冠しない「○○大学」 学部課程に単位を振り替えることが2
位授与審議会（ ， し，博士号の学位授与 家承認の卒業証書が授与さ れる。 を校名としている。 できるコースも増えている。CNAA 1964
～ 年）が認可。 権を持たない。 れる。 （参考：厚生労働省『海外情勢報告』1991

・ 年教育改革法により，ポ 年版及び 年版）1989 2000 2004○ 規模（ 年度） ○ 規模（ 年度）2007 2008
リテクニクは地方から離脱し ・学校数： 校 ・学校数： 校○ 規模（ 年度） ○ 規模（2007年度）2006 1,015 147

○ 規模（ 年度）て「高等教育法人」となる。 ・学校数： 校 ・学校数： 校 ・学生数： 万人 ・学生数： 万人206 153 517 77 2007
政府補助金配分機関として ポ ・学生数： 万人 ・学生数： 万人 ・学校数： 機関（機関によっては「 57 78 59
リテクニク・カレッジ財政審 ・本務教員数： 万人 プログラムの提供箇所を複数設けて2
議会（ 」が設置。 いるところがある）PCFC）

・ 年「継続・高等教育法」 ・学生数： 約 万人（ 以外1992 130 TAFE
により，大学に昇格し，学位 の州立機関在学者を含む）

Australian Vocational授与権を認められる。 （参考：PCFC NCVER,
Education and Training Statistics:は「高等教育財政審議会」

（ ）に統合。 ）HEFC , 2007Students and Courses

*1 ポリテクニクは1992年の継続・高等教育法により大学となった。
*2 高等専門学校は「専門大学」と訳される場合もある。
*3 法令上の目的の規定があればその条文を掲載している。

我が国の企業等における中堅人材の人材ニーズに関する調査研究

（委託調査機関）株式会社三菱総合研究所

職業実践的な教育に特化した枠組みを活用して育成することが求められる、経済社会活動のボリュー
ムゾーンをなす中堅人材について、その職業や業種、求められる分野・領域を明らかにする

職業実践的な教育に特化した枠組みを活用して育成することが求められる、経済社会活動のボリュー
ムゾーンをなす中堅人材について、その職業や業種、求められる分野・領域を明らかにする

国勢調査、学校基本調査等による我
が国産業界の人材構成の現状把握

・現状の人材ボリューム（分野全体／中堅人材）
・分野の将来性
・育成システムの不十分さ

人材ニーズに関する調査委員会において検討

調査対象分野・領域等の検討 分野・領域の設定

・福祉分野 ・ＩＴ・情報サービス分野
・コンテンツ分野 ・観光分野 ・ビジネス実務分野

各分野の人材マップの作成

各分野における人材類
型（中堅人材）の特定

人材ニーズ量の推計

人材育成システム等に
ついての意見（ヒアリン
グによる）

主な調査内容

中堅人材の定義と人材群のレベル設定

福祉人材

※「業務レベル」は、職系ごとに固有（職種間の比較を意図したものではない）

※中央部分の四角く灰色でハッチングした部分を『中堅人材』と想定。ただし施設によっては太い点線で囲まれた部分まで『中堅人材』として捉えている場合もある。

介護系医療系・専門技術系 計画系 相談・調整系 調理・栄養系生活支援系事務系
職業指導系
（障害者施設）

業務レベル

主任
ケアマネージャー

介護スタッフ
補助職

主任
介護スタッフ

事務スタッフ

事務主任

エリア責任者

事業経営者

医師

看護スタッフ

機能訓練
指導員等

栄養管理
スタッフ

調理
スタッフ

マネージャー

シニアマネージャー

指導員

判定員

経営マネジメント人材

福祉分野の中堅人材

ケアマネージャー

事務補助職

役員

洗濯人、清
掃員、運転
士、ボイラー
担当等

ケアマネージャー
事業所責任者

相談員

ビジネス実務人材

製造･制作
作業者（障
害者施設）

レベル１

レベル２

レベル３

レベル４ 施設長・
事業所責任者

レベル５

ケアマネージャー
補助職

介護スタッフ

人材マップ（例：福祉分野）

広く捉えた場合は
販売部門 約327万人
経理部門 約 23万人
人事部門 約 15万人

販売部門 約18万人
経理部門 約14万人
人事部門 約 8万人

ビジネス実務

旅行業 約6万人
宿泊業 約16万人

観光

Webコンテンツ制作及び
アニメ制作分野 約2万人

コンテンツ

約37万人
IT・情報サービス

広く捉えた場合は約51万人
（常勤換算）

高齢者介護分野 約31万人
（常勤換算）

福祉

備考推計量分野

各分野における中堅人材の人材ニーズ量の推計

・『中堅人材』については、実践的な能力・知識を身につけ、
中堅・中間層（ボリュームゾーン）としての役割を果たしている
人材群と定義。本調査では、「担当職務のレベル」として５つ
のレベルを設定し、このうち「レベル３」の職務を担当する人
材群を『中堅人材』と設定。なお分野や企業規模により「レベ
ル２」あるいは「レベル４」の職務を担当している人材群も『中
堅人材』に含まれる場合があると想定。

分野・領域の検討基準
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※ 出典：文部科学省調査，学校基本調査報告書

※ 通信及び放送大学の社会人入学者は推計である（「学校基本調査報告書（高等教育機関編）」をもとに，通信制学生のうち職についている学生の割合
から按分）。

社会人入学者数は、増減があるものの近年は増加が停滞傾向にあり、入学者全体に占める割合

は１８．２%(平成２０年度）。通信制（放送大学を含む）への入学者は１，１００人程度で、

社会人入学者全体の６％程度

社会人入学者数は、増減があるものの近年は増加が停滞傾向にあり、入学者全体に占める割合

は１８．２%(平成２０年度）。通信制（放送大学を含む）への入学者は１，１００人程度で、

社会人入学者全体の６％程度

社会人入学者数の推移（大学院）

452 460 474 452 427 428
624 678 643 663 727 776963 1,387 1,827 1,955 2,693

16,854

19,874 18,958
16,960 17,215 17,595

17.8%

19.5%
18.8%

16.3% 16.6%
17.1%

2.9%

4.0%

5.1% 5.1%

6.2%

19.0%

20.6% 19.9%

17.4%
17.8% 18.2%

17,930

21,012
20,075

18,075 18,369 18,799

0

5000

10000

15000

20000

25000

S62 63 平元 2 3 15 16 17 18 19 20

社
会
人
入
学
者
数

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

社
会
人
入
学
者
の
割
合

通学:入学者数

通信（放送大学を除く）:入学者数

放送大学:入学者数

通学:入学者全体に占める割合

通学＋通信（放送大学を含む）:入学者全
体に占める割合

折れ線 4

※ 出典：学校基本調査報告書

※ 「社会人」とは，当該年度の５月１日において，給与，賃金，報酬，その他の経常的な収入を目的とする仕事についている者（企業等を退職した者，及び主婦などを含
む）をいう。

※ 通学の社会人入学者は，「国公私立大学入学者選抜実施状況」の「社会人特別入学者選抜による入学者数」を引用

※ 通信及び放送大学の社会人入学者は推計である（「学校基本調査報告書（高等教育機関編）」をもとに，通信制学生のうち職についている学生の割合から按分）。

通学による社会人入学者数は平成１０年の５，２２８人をピークに減少。通信制への入学者

（放送大学）を含めても平成１３年の１８，３４０人（推計）をピークに減少

通学による社会人入学者数は平成１０年の５，２２８人をピークに減少。通信制への入学者

（放送大学）を含めても平成１３年の１８，３４０人（推計）をピークに減少

社会人入学者数の推移（大学）

2,253 2,197 2,776
2,140 2,255 2,181

3,853 3,716

7,239
5,603

2,726
3,523 4,133 4,377

3,459 3,449

9,664 9,794
9,714

8,657
7,578

5,823

6,381 6,941

6,877

6,640

6,635
6,383

5,787 5,575

5,703
4,766

3,665
4,199

4,189

4,508
4,728

5,228

5,070 4,703

4,224

3,922

3,459 2,885 2,740 2,440

2,261

2,132

0.7% 0.7% 0.7%
0.8% 0.8%

0.9%
0.8%

2.7%
2.8% 2.8%

2.6%

2.4%

2.2%

2.5% 2.5%

2.9%

2.6%

2.1% 2.1%
2.0% 2.0%

1.8%
1.7%

0.9%

0.7%
0.6% 0.6%

0.5% 0.5%
0.4% 0.4% 0.4%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

平5年度 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

社
会
人
入
学
者
数

（
人

）

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

社
会
人
入
学
者
の
割
合

通学：入学者数

通信（放送大学を除く）：入学者数

放送大学：入学者数

入学者全体に占める社会人割合

通学：入学者全体に占める社会人の割合
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※ 出典：学校基本調査報告書
※ 通学の社会人入学者は，「国公私立大学入学者選抜実施状況」の「社会人特別入学者選抜による入学者数」を引用
※ 通信の社会人入学者は推計である（「学校基本調査報告書（高等教育機関編）」をもとに，通信制学生のうち職についている学生の割合から按分）。

社会人入学者数は平成１７年の５，４４６人をピークに減少。入学者全体に占める社会人の割

合も、近年は減少傾向

社会人入学者数は平成１７年の５，４４６人をピークに減少。入学者全体に占める社会人の割

合も、近年は減少傾向

社会人入学者数の推移（短期大学）

3,896 4,055 3,865

1,391

1,205

4,704

5,443 5,446

5,146

4,208

2,2243,090 2,917

1,291

1,281

1,547

1,614

3,429

1.4% 1.5% 1.4% 1.4% 1.5% 1.6%

4.0%

4.9%
5.2%

4.7%

4.2%

5.3%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
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社
会
人
入
学
者
数

（
人

）
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6.0%
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合

縦棒 3
通学:社会人入学者
通信:社会人入学者

入学者全体に占める社会人割合
通学:入学者全体に占める社会人割合

社会人の受入れ状況の推移（専修学校）

社会人の入学者数は、増減があるものの、平成１９年以降は増加。特に専門課程の増加が顕著。

平成２０年の私立専門学校における社会人受入れ数は、約４万４千人。職業訓練等の附帯事業

を含めると、総数で約７万８千人を私立専修学校に受け入れている

社会人の入学者数は、増減があるものの、平成１９年以降は増加。特に専門課程の増加が顕著。

平成２０年の私立専門学校における社会人受入れ数は、約４万４千人。職業訓練等の附帯事業

を含めると、総数で約７万８千人を私立専修学校に受け入れている

※ 出典：文部科学省 専修学校教育振興室調べ （調査対象：私立の専修学校）
※ 「社会人」とは、当該年度の５月１日現在において、職に就いている者、すなわち給料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を目的とする仕事に就いている者、又は企
業等を退職した者、又は主婦をいう。

1,029 857 780 1,702 935

3,509 2,866 3,340
4,755 4,788

31,947

28,663
25,716

42,402 43,980

36,485
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0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000
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縦棒 4

専門課程

高等課程

一般課程

（人）
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就職者

約２１．１万人

各学校段階における卒業者・中途退学者の状況 （一部推計）

前期中等教育段階

生徒数 ： 約３６４．０万人

高等教育段階

学生・生徒数 ： 約３２９．１万人

後期中等教育段階

生徒数 ： 約３６２．２万人

無業者

約１．４万人

中途退学者
（※３）

約６．６万人

早期離職者
（※１）

約９．４万人

中途退学者
（※２）

約６．６万人

一時的な仕事
に就いた者
＋無業者

約９．９万人

前期中等教育段階 … 中学校、中等教育学校前期課程、特別支援学校中学部
後期中等教育段階… 高等学校、中等教育学校後期課程、特別支援学校高等部、専修学校高等課程
高等教育段階 … 大学、短期大学、高等専門学校、専修学校専門課程

※１ ： 厚生労働省 「新規学校卒業就職者の就職離職状況調査」における平成１８年３月卒業者の３年以内の離職率より推計。
※２ ： 高等学校のみ。文部科学省 「平成20年度 児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査｣より。
※３ ： 大学・短期大学・高等専門学校のみ。文部科学省 「各大学等の授業料滞納や中退等の状況（平成１９年度末）」より推計。
・ 上記以外は、文部科学省 「平成２１年度 学校基本調査」より。なお、「無業者」とは、同調査における「左記以外の者」のこと。
（ただし、専修学校の進路状況は、文部科学省調査より推計。）

※ 上記の人数の中には、

当然その後進学や就職
をする者も含まれる。

早期離職者
（※１）

約０．４万人

就職者

約０．６万人

早期離職者
（※１）

約２４．５万人

就職者

約６４．８万人

一時的な仕事
に就いた者

＋無業者

約１１．４万人

卒業者

約８９．２万人

卒業者

約１２０．０万人

卒業者

約１１３．８万人

H21.7成立

■有害情報の氾濫等、子ども・若者をめぐる環境の悪化
■ニート、ひきこもり、不登校、 発達障害等の精神疾患
など子ども・若者の抱える問題の深刻化
■従来の個別分野における縦割り的な対応では限界

背景

地域における子ども・若者育成支援ネットワーク
（イメージ）

●子ども・若者育成支援施策の総合的推進のための枠組み整備（基本法的性格）
・国の本部組織や大綱、地域における計画やワンストップ相談窓口等の枠組み整備
・学校教育法、児童福祉法、雇用対策法等関係分野の法律と相まって子ども・若者育成支援施策を推進

●社会生活を円滑に営む上での困難を有する子ども・若者を支援するためのネットワーク整備

趣旨・目的

子ども・若者育成支援施策を推進するため
の枠組みづくり

社会生活を円滑に営む上での困難を有する子ども・若者を地域において支援するためのネットワークづくり

・各関連分野における施策
の総合的な実施

・国民の理解の増進等
(国民運動の展開)

・社会環境の整備

・子ども・若者総合相談セン
ターの体制確保

・年次報告の作成公表

策定

子ども・若者育成
支援推進本部
（本部長：総理）

国の基本的な施策等

子ども・若者育成
支援推進大綱

都道府県、市町村
子ども・若者計画

（努力義務）

〔 地方公共団体 〕〔 国 〕

勘案

・関係機関等 ： 各種支援の実施 状況把握、誘導、支援内容等の周知
相談～訪問支援（アウトリーチ）、助言、指導 医療、療養 生活環境改善

修学・就業 知識技能の習得 等の支援

・地域協議会（地方公共団体が単独又は共同で設置）：支援内容の協議、情報の交換～秘密漏洩の禁止
①調整機関：協議会の事務の総括、構成機関等の間の連絡調整、支援状況の把握と連絡調整
②指定支援機関：支援状況を把握しつつ、必要に応じ自ら支援

・国 ： 調査研究、人材の養成、情報の提供及び助言等の支援

子ども・若者支援
地域協議会

（就
業
・修
学
等
）

円
滑
な
社
会
生
活

子ども・若者
総合相談センター

（子ども・若者に関する
ワンストップ相談窓口）

※地域協議会ごとに、地域ニーズ等に応じて関係機関等により構成

〔雇用〕
職業的自立・就業支援

〔福祉〕
生活環境改善

〔保健、医療〕
医療及び療養支援

〔教育〕
修学支援

〔矯正、更生保護等〕
心理相談等

保護観察所、少年鑑別所（一般相談）、
少年サポートセンター 等

ハローワーク
職業訓練機関 等

地域若者サポート
ステーション、
若者自立塾、

教育委員会等福祉事務所、
児童相談所 等

保健所、精神保健
福祉センター 等

企業・学校

団体・NPO

誘導

基本理念基本理念

子ども・若者に関する
様々な相談事項

連 携

指定支援機関

調整機関

子ども・若者育成支援推進法について（内閣府作成資料）
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健康福祉運動指導者 870 （ 78 ）

福祉コーディネータ 398 （ 76 ）

社会生活企画 270 （ 21 ）

食と健康アドバイザー 38 （ 16 ）

心理学基礎 631 （ 101 ）

社会探究 107 （ 7 ）

市民活動支援 171 （ 16 ）

実践経営学 130 （ 14 ）

ものづくりMOT 16 （ 8 ）

次世代育成支援 348 （ 40 ）

コミュニティ学習支援 4 （ 2 ）

異文化コミュニケーション支援 98 （ 24 ）

アジア研究 42 （ 5 ）

日本の文化・社会探究 42 （ 13 ）

宇宙・地球科学 49 （ 15 ）

生命科学 229 （ 23 ）

環境科学 110 （ 16 ）

社会数学 40 （ 7 ）

エネルギー環境政策論 58 （ 5 ）

芸術系博物館 181 （ 21 ）

歴史系博物館 314 （ 23 ）

自然系博物館 17 （ 2 ）

工学基礎 0 （ 11 ）

合計 4,163 （ 544 ）

年齢別 取得者数
～19歳 1
20歳代 285
30歳代 743
40歳代 1144
50歳代 1238
60歳代 1010
70歳代 275
80歳～ 11
合計 4707

○放送大学における履修証明制度

社会人等の多様な学習ニーズに応じ，関心のある分
野の学習を体系的に学ぶための授業科目群を修了した
者に対し，履修証明（認証状）を交付する科目群履修
認証制度「放送大学エキスパート」を平成18年度から
実施。
平成19年より学校教育法上の履修証明制度としても

活用。

【「放送大学エキスパート」の概要】

・授業科目群：23プラン（平成21年度）

・対象者：高校卒業資格を有する者（科目履修生等として入学）

・修得単位数：20単位以上（各プランの科目のうち10科目以上）

・費 用：入学料；学生の区分により6,000円～22,000円

授業料；1科目(2単位）当たり11,000円

・修 得：入学時期は年２回。必要な単位を修得し認証状を申請。

【授業科目群（23プラン）の認証状取得状況】

※ 平成20年度末時点。（ ）内は平成21年
度間の8月1日までの件数。

【認証状取得者の属性】

当該大学の学生以外の者で大学入学資格を有する者を対象とした特別の課程を編成し，これを修了した者に対し，学校教

育法に基づいて修了の事実を証明する「履修証明書」を交付すること。

この「特別の課程」の要件については， ①当該大学の開設する講義・授業科目により体系的に編成されていること，②総時

間数は120時間以上であること，等が学校教育法施行規則において規定されている。

この履修証明制度は，教育機関等における学習成果を職業キャリア形成に活かす観点から，現在政府全体で推進してい

る「ジョブ・カード制度」においても，「職業能力証明書（ジョブ・カード・コア）」として位置付けられている。

■ 履修証明制度(平成19年～）

職業 取得者数
教員 143
公務員 452
会社（商店）員銀行員等 711
個人営業・自由業 268
農業等 30
他大学の学生等 21
アルバイト・パート 466
看護師等 603
無職（主婦を含む） 1585
その他 428
合計 4707

※ 平成21年度8月1日時点。

出典：放送大学学園調べ

履修証明制度の概要

• 科目等履修生制度等により当該又は他の大学等で修得した単位については，大学学部については卒業の要件として

習得すべき124単位のうち60単位（短期大学：同62単位のうち30単位（２年制），同93単位のうち46単位（３年制），

修士課程，博士課程：同30単位のうち10単位）を上限に，当該大学等に入学後の履修により修得したものとみなすこ

とができる。

• 実施大学数は増加しており，大学院における科目等履修生数は増加しているが，大学学部では減少。

【科目等履修生制度実施大学・大学院数】 【科目等履修生数（大学・大学院）】

大学院数

83 82 84
53 51 54
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出典：文部科学省調べ

科目等履修制度の概要

社会人等に対し学修機会を提供しその学修の成果に適切な評価を与えるため，大学が自らの定
めるところにより，当該学生以外の者で授業科目を履修する者（「科目等履修生」）に対して
単位を与える制度。(大学学部・短期大学：平成3年～，修士課程・博士課程：平成5年～）

社会人等に対し学修機会を提供しその学修の成果に適切な評価を与えるため，大学が自らの定
めるところにより，当該学生以外の者で授業科目を履修する者（「科目等履修生」）に対して
単位を与える制度。(大学学部・短期大学：平成3年～，修士課程・博士課程：平成5年～）
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